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    令和８年度（202６年度）

第２回 豊中市公共施設等有効活用委員会

 次  第

案件１．公共施設等総合管理計画の中間見直しについて

１） 豊中市公共施設等総合管理計画見直し素案について

 

……資料2-1（概要） 、 資料2-2（素案）

令和８年（202６年）９月16日（水） 18:00-  豊中市役所 第二庁舎3階会議室

資料 １



豊中市

公共施設等有効活用委員会

（第２回）

令和8年(2026年)９月１６日（水）

18:00～

案件１

公共施設等総合管理計画中間見直しについて

１） 公共施設等総合管理計画見直し素案について

（概要）

令和８年（202６年）９月 財務部 資産管理課

資料２－１



１ 計画見直し内容

１） 基礎データの更新

・人口推移 国勢調査 （R7は速報値）

・更新、改修周期 更新８０年周期：大規模改修４０年、中規模改修２０年

・施設整備単価 近年の建設コスト上昇等を踏まえた実勢値へ更新

・対象施設 計画策定後の政策的な施設等を反映

２) 市民アンケート結果

・前回アンケートとの比較

３） 計画策定からの振り返り

・施設総量の推移と再編等の実績

・政策的機能の整備状況の反映

４） 指標と再編の考え方について

・施設総量の適正化と行政サービス（施設）の維持・向上の両立を図るモニタリング指標

 施設総量 ： 市民一人当たりの公共施設保有量 2.2㎡/人

 維持向上 ： 有形固定資産減価償却率 ６５％

・再編の推進に「縮充」の視点を追加

豊中市公共施設総合管理計画 見直し素案について（概要）
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参 照 概 要

P.4 人口の推移 ： 国調 R2 40.２万人 R7速報値 40.4万人引続き微増傾向

P.1３ 対象施設  ： 計画策定後の政策的施設及び民間貸付施設を追加

P.16 計画策定後の実績 : 施設の増減、総量の推移

P.2４ アンケート結果 ： 前回（２０１６年実施）比較

P.３４ 目標耐用年数 ：一律60年から構造別に RC80年

P.3７ 費用推計 ： 更新・修繕経費

P.3９ 将来人口見込み ： 令和７年度国勢調査結果を反映（予定）

P.4５ 施設総量フレームの考え方 ： 総量の削減から量と質の複数指標へ

P.4７ モニタリング指標（総量管理及び保全管理）の設定

P.5１ 複合化・多機能化、縮充の推進

P.６０ マネジメントの推進

２ 主な項目について
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公共施設総合管理計画総合
管理計画 改定（素案）

P.4

・昭和60年をピークに平成17年
まで減少傾向

・平成17年を起点に微増傾向
・平成27年：約39.5万人
・令和２年：約40.2万人となり
微増傾向

・令和7年(2026年)：40.4万人
となり、引続き微増傾向

出典：国勢調査



5

P.１６

計画策定後に設置
した主な政策的施設

・児童相談所
・郷土資料館
・児童発達支援センター

計画策定後の増減施設、
総量の推移

（主な増加施設）
R4  庄内さくら学園

      庄内コラボセンター
R6  はぐくみセンター
R7  庄内よつば学園

（主な減少施設）
R5 千成小、たちばな園
R6  西谷住宅、労働会館
R7  旧原田学校給食センター
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P.２４

要旨

・施設量は前回同様、約8割が 
「市民ニーズや財政状況に見
合った量への見直しが必要」
と考えており施設総量の適正
化に、引続き理解を得ている

・今後の公共施設マネジメント
の方向性としては、「サー
ビス内容の見直し」、「近隣
自治体との連携」、「複合
化・多機能化」、「施設の長
寿命化」に対する支持が引き
続き高い傾向

・自由記述では、老朽化対策、
図書館機能の充実、複合化・
集約化、近隣自治体との連携、
民間活力の活用等に加え、防
災機能の強化や将来世代への
負担軽減を求める意見

今回結果
上段

前回結果
下段
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P.３４

将来経費の試算(目標耐用年数)について

（現計画）
・財団法人自治総合センターの「地方
公共団体の財政分析等に関する調査
研究会報告書」を参考

・建築物の標準的な耐用年数を建物用
途にかかわらず更新周期を60年で将
来経費を試算

（見直し）
・近年は全国的に公共施設の長寿命化
の取組みが進めら、更新時期を一律
に設定するのではなく、建築物の構
造や維持管理の状況を踏まえた考え
方が広く採用

・本市において現に60年を超えて活用
している施設が存在しており、建築
物の活用実態を踏まえた将来経費の
試算が必要

・計画見直しは、日本建築学会の「建
築物の耐久計画に関する考え方」を
参考に、構造種別ごとの目標耐用年
数を設定し、将来更新経費を試算
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P.３７

更新・改修費用推計

・学校施設の修繕・更新経費について
は、令和8年7月策定の「豊中市学
校施設整備方針」と整合

・同方針試算期間令和41年（2059
年）までの34年間を対象

将来経費推計の増大

・今後の40年の建替え・大規模
改修経費総額は1.56倍に増加
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P.4５

施設総量フレームの見直し

計画策定後は人口動向、行政需要、施設老朽
化及び更新コストなど、公共施設マネジメン
トを取り巻く前提条件が大きく変化

（状況変化）
・人口動向の変化及び行政サービス需要
の増加

・建設コスト上昇による更新経費の増加
・施設老朽化の進行と保全需要の増加
・学校施設の多機能化や中核市機能の充実に
よる施設需要の変化

（課題）
・人口が維持される中、施設総量の削減割合
のみを管理指標とした場合、市民サービス
維持・充実や施設品質の維持状況を十分に
把握・評価することが困難

複数指標による総量管理

・人口の動向や行政需要の変化に柔軟
に対応しながら、市民に必要な行政
サービスを今後も提供

・施設総量の削減割合による管理から、
「量」と「質」の両面によるモニタ
リングに移行
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P.4７

質の適正管理
＜有形固定資産減価償却率＞

・令和6年度時点の有形固定資
産減価償却率は70.4％

・ 施設の安全性及び機能性を
維持しながら計画的な保全
投資を進める

・中核市平均水準を目安とし
た質のモニタリング指標として

有形固定資産減価償却率 65%

量の適正管理
＜市民一人当たり公共施設保有量＞

・現行計画の施設総量フレーム換算
令和22年度（2040年度）時点
約2.1㎡／人

・人口動向の変化や中核市機能の充実、
新たな行政需要への対応等を踏まえ、
施設総量フレームを設定

・都市特性や行政需要を踏まえたモニタ
リング指標として

市民一人当たり公共施設保有量
2.2㎡／人を設定
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P.５１

戦略的配置、複合化・多機能化、
縮充の推進

・施設総量の適正化と行政サービス
機能の維持・向上を同時に実現す
る考え方としての「縮充」を追加

・量と質の両面から公共施設マネジ
メントを推進
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   Ⅰ 

I.本計画の目的と位置付け 

1. 背景と目的 

本市では、戦後の高度経済成長と人口増加に伴い、小中学校をはじめとする建物施設や道路、

上下水道などのインフラ施設を計画的に整備し、市民サービスの向上と都市基盤の充実に努めて

きました。 

一方で、これらの公共施設等の多くは整備から相当期間が経過し、今後、一斉に更新や大規模改

修の時期を迎えることとなります。また、少子高齢化の進展に伴う社会保障関係経費の増加や生

産年齢人口の減少などにより、将来的な財政環境は一層厳しさを増すことが見込まれています。

このような状況のもと、公共施設等については、単に現状を維持・更新するのではなく、社会経済

情勢の変化や多様化する市民ニーズを踏まえながら、計画的かつ効率的に管理していくことが求

められています。 

こうした課題に対応するため、本市では平成 21 年（2009 年）に「市有施設の有効活用のため

の基本指針」を策定し、公共施設マネジメントの取組みを進めてきました。その後、建物施設及びイ

ンフラ施設を総合的かつ長期的な視点で管理するため、平成 29 年（2017 年）に「豊中市公共施

設等総合管理計画」を策定し、将来にわたり持続可能な行財政運営と安定した行政サービスの提

供に向けた取組みを進めています。 

 

しかしながら、計画策定後、本市を取り巻く社会経済情勢は大きく変化しています。 

人口動向について、計画策定時には令和 22 年度（2040 年度）の人口を約 38 万人と見込ん

でいました。また、人口は減少傾向で推移すると想定していましたが、令和 7 年（2025 年）にお

いて 40 万人を超えており、当面はおおむね 40 万人規模で推移することが見込まれています。

このことから、行政サービス需要や施設需要の前提となる人口フレームに変化が生じています。 

また、近年の物価上昇や労務単価の上昇、資材価格の高騰等により、公共施設等の改修・更新に

必要な建設コストは計画策定時の想定を大きく上回る状況となっています。 

さらに、中核市移行に伴う権限移譲や児童相談所の設置をはじめ、子育て支援、防災、脱炭素化

への対応など、公共施設に求められる機能や役割も多様化しています。 

 

このような状況を踏まえ、今回の改定では、計画策定後の社会情勢の変化やこれまでの取組み

の進捗を反映するとともに、将来にわたり持続可能な公共施設マネジメントを推進するため、計画

内容の時点修正及び必要な見直しを行うものです。 

 

今後も、建物施設及びインフラ施設による市民サービスを将来にわたり安定的に提供できるよ

う、公共施設等の計画的な管理と有効活用に取り組んでまいります。 

  



豊中市公共施設等総合管理計画                 本計画の目的と位置付け 

2 

   Ⅰ 

2. 計画の対象 

本計画の対象は、本市が保有または賃借する公共施設等とし、それらを建物施設とインフラ施設

に区分することとします。 

建物施設については、学校教育施設、子育て支援施設、社会教育系施設、スポーツ施設、文化学

習交流施設、保健医療施設、高齢者・障害者福祉施設、公営住宅施設、産業振興・労働・生活関連施

設等に分類します。 

 

表Ⅰ-1 計画対象施設 

 

 

3. 計画の期間 

本計画の計画期間は、施設の建替え（更新）、改修のため中長期的な視点が必要となること

から、「豊中市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」で人口の将来展望を示している令和 22

年度（2040 年度）を目標年度とし、平成 29 年度（2017 年度）から令和 22 年度（2040

年度）までの 24 年間です。 

今回の改定では、この計画期間を変更せず、令和 8 年度（2026 年度）から令和 22 年度

（2040 年度）までの 15 年間にかかる内容に見直します。 
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   Ⅰ 

4. 計画の位置付け 

本市では、市有施設の整備・管理運営・配置に関する基本的な考え方を示すため、平成 21 年

（2009 年）に「市有施設の有効活用のための基本方針」を策定しました。さらに、検討手順や方策

を「市有施設有効活用計画」としてまとめ、個別施設の有効活用に取り組んできました。 

本計画は、平成 26 年（2014 年）4 月に総務省から策定要請があった「公共施設等総合管理計

画」に該当する計画であり、計画策定後の社会経済情勢の変化や物価上昇に伴う経費の増大など

により、現行計画の進捗管理の前提条件との間に乖離が生じたことから、中間見直しを行うもの

です。 

また、本計画は、本市の将来の姿を見据えた長期計画であることから、本市の最上位計画であ

る「豊中市総合計画」、都市計画に関する総合的な指針である「豊中市都市計画マスタープラン」、

さらに将来の方向と人口の将来展望を示す「豊中市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン、総合戦

略」との連携を図るとともに、建物施設及びインフラ施設の個別施設計画との整合を図るもの 

とします。 

 

 

 

 

図Ⅰ-1 計画の位置付け 

 

※図に示す計画は主な関連計画です。個別施設計画には、学校施設、道路、橋りょう、上下水道、 

公園等に係る各分野別計画を含みます。 
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Ⅱ 

II.本市を取り巻く社会状況 

1. 人口 

(1)人口の推移 

本市の人口は、昭和 60 年（1985 年）をピークに平成 17 年（2005 年）まで減少傾向にあり

ましたが、その後は増加傾向へと転じ、平成 27 年（2015 年）で約 39.5 万人、令和 2 年

（2020 年）には約 40.２万人となっています。また、令和７年（2025 年）は約 40.4 万人を超え

ており、引き続き増加傾向で推移しています。 

平成 17 年（2005 年）以降の人口増加の主な理由として、大規模共同住宅の建替え等による

40 歳代前半までの若者層の転入超過に伴う社会増が挙げられます。 

世帯数は増加傾向にあるものの、世帯人員は減少傾向にあり、少人数世帯が増加している状況

にあります。 

 

図Ⅱ-1 総人口・世帯数・世帯人数の推移 
出典 各年国勢調査 

 

図Ⅱ-2 年齢３区分別人口比率の推移 
出典 各年国勢調査 
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平成７年（１９９５年）と令和 2 年（2020 年）の地域別の人口を比較すると、北部地域、北東部

地域、中北部地域、東部地域で増加、西部地域、南部地域で減少しています。特に北東部では約 8

千 6 百人増加し、南部地域では、約 1 万人減少しており、地域による人口増減に差が生じていま

す。 

 

図Ⅱ-3 地域別人口推移 
出典 各年国勢調査 

 

図Ⅱ-4 地域別年齢構成割合 
出典 令和 2 年（2020 年）国勢調査 

 

地域別の年齢構成割合をみると、北部地域、北東部地域、東部地域では 14 歳以下の年少人口

の割合が 15％を超え、他の地域と比べると比較的高く、南部地域では 65 歳以上の老年人口の

割合が 33.5％と最も高くなっています。 
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(2)将来人口推計 

① 国立社会保障・人口問題研究所の人口推計の概要 

国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）の『日本の地域別将来推計人口』（令和

5 年（2023 年）推計）によると、本市の人口は、令和 2 年（2020 年）の約 40.2 万人から令和

2２年（2040 年）には約 38.3 万人になると推計されています。 

前計画の人口推計に比べ減少幅は小さく、将来人口が上振れています。 

 

図Ⅱ-5 総人口及び年齢３区分別人口の推計値推移 
出典  国立社会保障・人口問題研究所 

 

  

382,209 401,558 372,894 399,848 361,283 395,261 348,390 389,473 335,026 382,718
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老年人口は、令和 2 年（2020 年）の約 10 万 6 千人から令和 22 年（2040 年）には約 12

万 3 千人と、約 16.3％の増加が見込まれており、それに伴い老年人口割合も上昇し、人口構成

の面でも大きく変化すると予想されています。 

 

表Ⅱ-1 年齢階層別（5 歳階級及び 3 区分）人口の推計値推移 

 

 

（参考）本市の想定人口 第 4 次豊中市総合計画 後期基本計画 Ⅱ人口ビジョン（P23）より 

本市ではこれまで、直近の出生率と純移動率が将来にわたり一定で推移するとの仮定のもと、

推計人口を算出してきました。しかしながら、今後は、全国的な少子高齢化の進展に加え、新型コ

ロナウイルス感染症の影響も含めた社会変化により、出生率と純移動率の低下が予想されます。

そのような状況下でも、本市ではさまざまな取組みにより、これまでどおりの出生率及び純移動

率（推計①出生率中位×純移動率高位）を維持することをめざします。その結果、後期基本計画の

計画期間（令和 5 年度（2023 年度）から令和 9 年度（2027 年度））及び人口の将来展望につい

て、現状の 40 万人を維持することを想定します。 
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(3)豊中市による将来人口の推計 

本市では、「豊中市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」において、次のように将来の人口推計

をしています。出生率は中位に設定し、主に人口に影響を及ぼす純移動率について複数（高位、中

位、低位）の条件でシミュレーションを行いました。 

本計画では、将来の行政サービス需要を見込む観点から、「豊中市まち・ひと・しごと創生人口ビ

ジョン」における高位推計を採用します。 

表Ⅱ-2 仮定値の設定 令和 22 年（2040 年）の想定人口（人） 

 

※ 出生率＊中位…直近 5 年の平均値を維持 

出典 第 4 次豊中市総合計画 後期基本計画 Ⅱ人口ビジョン（P１９）より 

 

 

図Ⅱ-6 仮定値の設定による人口推計 

 

図Ⅱ-7 仮定値の設定による各推計の年齢３区分別人口の割合 



豊中市公共施設等総合管理計画                  本市を取り巻く現状と課題 

9 

Ⅱ 

2. 財政 

(1)歳入 

歳入規模は増加傾向が見られ、普通会計決算書における平成 30 年度（２０18 年度）の歳入総

額は約 1,496 億円、令和 7 年度（２０25 年度）当初予算予算額は約 2,075 億円となっていま

す。ただし、決算額と当初予算額では性質が異なるため、単純比較には留意が必要です。 

令和７年（2025 年度）の当初予算額の歳入の内訳は、市税が最も多く歳入総額の 36.6%を

占めています。次いで国庫支出金が 24.7%となっています。 

 

図Ⅱ-8 歳入決算額の推移（普通会計）（平成 30 年度（２０１８年度）～令和７年度（２０２５年度） 
出典：財政状況調査書 

※（注）「令和 5 年度」以前は決算額。「令和 6 年度(当初)」「令和 7 年度(当初)」は当初予算額 

 

  

その他 

市債 

府支出金 

市税 

国庫支出

金 
使用料および手数

料 
地方交付税 
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(2)歳出 

歳出規模は歳入と同様、増加傾向が見られ、普通会計決算書における令和７年度（２０２５年度）

の歳出総額は、平成 30 年度（2018 年度）に比べ、約６２２億円の増加となっています。 

令和７年度（２０２５年度）の歳出の内訳は、その他を除くと扶助費が歳出総額の約 33.4%を占

め最も多く、次いで人件費が 15.9％の割合となっています。 

 

図Ⅱ-9 歳出決算額の推移（普通会計）（平成 30～令和７年度） 
※（注）「令和 5 年度」以前は決算額。「令和 6 年度(当初)」「令和 7 年度(当初)」は当初予算額 

出典：財政状況調査書 

 

 

  

その他 
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(3)地方債残高 

地方債残高は、新規の発行を抑制しているため、令和 4 年度（2022 年度）をピークに微減傾

向が見られます。 

一方、地方交付税の不足分を補うために臨時財政対策費を発行し続けていたことにより、地方

債残高の 6 割を超えていましたが、令和 6 年度（2024 年度）の臨時財政対策費は減少していま

す。 

 

図Ⅱ-10 地方債残高の推移（令和 2～6 年度） 
出典：豊中市パッとわかる財政状況ボード 

(4)扶助費 

扶助費は、近年の高齢化などに伴い、増減を繰り返しながら微増しており、令和 7 年度（2025

年度）当初予算において約 694 億円となっています。しかし、構成比は歳出総額が増加している

ことから、令和 2 年度（2020 年度）を除き約 33～37％程度で推移しています。 

 

図Ⅱ-11 扶助費の推移（令和 2～6 年度） 
出典：財政状況調査書 
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(5)財政指標 

各種財政指標については、実質収支は令和 2 年度（2020 年度）～令和 6 年度（2024 年度）

の 5 年間黒字を維持しており、財政調整基金残高は、年度により増減があるものの、令和 2 年度

と比較すると増加しています。 

一方経常収支比率は、令和 3 年度(2021 年度)に 84.9％となり改善されたものの、令和 6

年度（2024 年度）には 95.6％となり、悪化しています。 

 

表Ⅱ-3 各種財政指標の推移（令和 2 年度（2020 年度）～令和 6 年度（2024 年）） 

単位：億円（経常収支比率は％） 

  
令和 2 年 

（２０２０年） 

令和 3 年 

(2021 年) 

令和 4 年 

（２０２２年） 

令和 5 年 

(2023 年) 

令和 6 年

（2024 年） 

実質収支 38.0  55.4  60.6  56.8  49.3  

財政調整基金残高 84.8  131.8  128.7  148.8  172.4  

経常収支比率 90.8  84.9  92.5  92.1  95.6  

プライマリーバランス 52.0  30.4  64.3  84.4  61.2  

出典：各経済歳入歳出決算等の概要（R6 年度）及び豊中市パッとわかる財政状況ボード 

 

表Ⅱ-4 健全化判断比率の推移（令和 2 年度（2020 年度）～令和 6 年度（2024 年度） 

 

 

 

  

実質収支： 歳入と歳出の差引額から、当該年度に未完了の事業を翌年度に行うために繰り

越す額を差し引いた収支 

財政調整基金残高： 年度間の財源不足に備え、財源が不足する年度に活用するための積み立て金 

経常収支比率： 経常一般財源（地方税など毎年度経常的に収入があり自由に使えるお金）に 対

する経常的経費（毎年度経常的に払っているお金）の割合であり、財政 構造の弾

力性を判断するための指標  

プライマリーバランス： 市債などの借金による収入額を除いた歳入と、過去の借金の返済額を除いた 

歳出の差であり、財政の健全性を表す指標 
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III.公共施設の現状と課題 

1. 建物施設の現状 

(1)施設数・延床面積 

本市の用途分類の見直しに伴い、本計画の対象施設の見直しを行ったところ、計画策定後の政

策的な施設の増加や、民間貸付施設が対象施設に含まれたため、前計画の施設数より増加しまし

た。本市では、令和 8 年（202６年）3 月末時点で 381 か所、約 101 万㎡の建物施設を有してい

ます。 

 

表Ⅲ-1 用途分類別の施設数及び延床面積 

 
 豊中市公共施設等総合管理計画（改定）附属施設カルテより作成 

  

用途分類 施設数 延床面積（㎡）
大分類 中分類 小計 割合 大分類小計

学校教育施設 学校施設 55 472,304.38 46.6% 485,471.86
学校支援施設 10 13,167.48 1.3%

子育て関連施設 就学前教育施設 24 29,641.09 2.9% 40,229.83
子育て支援施設 5 7,185.38 0.7%
発達支援施設 1 3,403.36 0.3%

社会教育系施設 図書館施設 8 10,986.02 1.1% 23,597.13
公民館、コミュニティプラザ 5 4,607.83 0.5%
青少年施設 2 6,111.90 0.6%
博物館・資料館 1 1,891.38 0.2%

スポーツ施設
屋内体育施設、温水プール、
屋外体育施設

21 52,824.86 5.2% 52,824.86

文化学習交流施設 文化施設 8 34,708.24 3.4% 43,740.57
その他文化施設 3 4,624.94 0.5%
交流施設 2 4,407.39 0.4%

保健医療施設 保健衛生施設 2 3,575.27 0.4% 71,738.14
その他施設 1 618.43 0.1%
医療施設 1 67,544.44 6.7%

高齢者・障害者福祉施設 高齢者福祉施設 10 4,448.80 0.4% 8,013.67
障害者福祉施設 2 3,564.87 0.4%

その他社会福祉施設 福祉関連施設 3 4,136.11 0.4% 4,136.11
公営住宅施設 市営住宅 28 148,290.65 14.6% 148,290.65
産業振興・労働・生活関連施設 産業労働施設 1 410.03 0.0% 3,480.13

生活関連施設 1 3,070.10 0.3%
環境関連施設 環境関連施設（公園系） 5 2,598.92 0.3% 3,997.90

環境計測施設 3 52.36 0.0%
環境学習等施設 2 1,346.62 0.1%

安全関連施設 消防庁舎及び関連施設 29 15,029.46 1.5% 15,339.17
防災倉庫、水防倉庫 6 309.71 0.0%

集会・コミュニティ施設 地区会館 56 18,870.91 1.9% 33,508.47
共同利用施設 34 14,637.56 1.4%

庁舎、事務所等 行政事務施設 4 3,006.40 0.3% 38,797.67
庁舎施設 4 28,702.43 2.8%
業務拠点施設 3 7,088.84 0.7%

その他施設 民間貸付施設 22 24,118.20 2.4% 39,990.43
その他行政施設 10 8,383.61 0.8%
文化財施設 6 6,859.23 0.7%
交通施設 3 629.39 0.1%

合計 381 1013156.59 100.0% 1,013,156.59
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市有施設延床面積については、大分類を見ると学校教育系施設が最も多く、次いで公営住宅施

設、保健医療施設となっており、中分類を見ると市立学校が最も多く約 47%を占め、次いで公営

住宅が約 15%、病院施設が約 7%となっています。 

 

 

図Ⅲ-1 用途分類別の延床面積割合 
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(2)用途分類別、年度別の整備延床面積 

 

建設年度別にみると、昭和 40 年代に整備された延床面積が多くなっています。特に、同年代に

整備された学校教育系施設の延床面積は約 21 万㎡で、用途分類別で最も多くなっています。 

また、耐震基準が改正された昭和 56 年（1981 年）以降に建設された建物は約 50 万㎡と、全

体の約 49％を占めており、半数以上が耐震基準改正前に建設された施設となっています。 

 

表Ⅲ-2 用途分類別の建設年度別延床面積 
（単位：㎡） 

 

 

 

図Ⅲ-2 用途分類別の建築年別延床面積 
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(3)計画策定後の本市の動向 

① 再編等の実績（複合施設化、学校再編）と面積増加 

 

表Ⅲ-3 施設の総量の推移と再編等の実績 

 

令和 3 年度（2021 年度）の岡町北住宅の一部除却及び令和 6 年度（2024 年度）の西谷住宅

の集約建替え、並びに庄内幸町図書館、労働会館及びたちばな園の売却等により施設総量の適正

化に取り組んできました。 

一方で、増築や建替えによる面積増加に加え、学校再編により用途を終了した施設についても

跡地活用の検討期間中は保有・管理を継続しているため、施設総量の削減効果が十分に表れてい

ない状況があります。この結果、令和 7 年度（2025 年度）時点における基準年度（平成 26 年度

（2014 年度））からの削減面積は、24,278 ㎡となっています。 

 

② 行政需要の変化に対応した施設整備 

本市では、市民生活を支える基礎自治体として、小中学校、図書館、こども園、スポーツ施

設、文化施設等の建物施設の管理運営を行うとともに、道路、公園、上下水道などの都市基盤

の整備・維持管理を担っています。 

また、本市は平成 24 年（2012 年）の中核市移行に伴い、本来大阪府が担っていた保健衛

生や福祉分野に関する権限の一部の移譲を受け、市民により身近な行政サービスを提供でき

る体制を構築してきました。その一環として、保健所を設置し、地域保健施策の推進や感染症

対策、食品衛生等の業務を担っています。さらに、計画策定後においても、市民ニーズの多様

化・複雑化や行政課題の変化に対応するため、児童発達支援センターや郷土資料館の整備な

ど、行政サービス機能の充実を進めてきました。こうした取組みに加え、本市では令和 7 年

（2025 年）4 月 1 日に「豊中市児童相談所」を開設しました。これは大阪府内の中核市として

初めての取組みであり、児童福祉行政のさらなる充実を図るため、新たな行政サービス機能を

整備したものです。 

今後は中学校の「学びの多様化学校」の整備なども予定しており、社会情勢や市民ニーズの

変化に応じた施設整備を進めていくこととしています。 

このように、近年の公共施設整備は、単なる施設の更新や老朽化対策にとどまらず、高度化・

多様化する行政サービス需要に対応するための機能整備としての側面が強まっています。 

  
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

施設総量 

（㎡） 
956,719 ㎡ 952,025 ㎡ 976,613 ㎡ 976,158 ㎡ 972,597 ㎡ 989,038 ㎡ 

削減面積 

（㎡） 
56,597 ㎡ 61,291 ㎡ 36,703 ㎡ 37,158 ㎡ 40,719 ㎡ 24,278 ㎡ 

主な面積 

増加施設 

桜井谷東小学校

増設 

宝山住宅 

地域共生センター

西館 

庄内さくら学園 

庄内コラボセンター 

地域共生センター

東館 
はぐくみセンター 庄内よつば学園 

主な面積 

減少施設 

庄内小学校 

第六中学校 

介護老人保健施

設かがやき 

螢池駅西駐車場 

岡町北住宅 

旧とよなか起業

チャレンジセンター 

母子父子福祉セ

ンター 

千成小学校 

せんなりこども園 

たちばな園 

西谷住宅 

庄内幸町図書館 

労働会館 

旧原田給食センター 

庄内こども園 
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③ 施設の老朽化の進展 

本市の令和 4 年度有形固定資産減価償却率は近隣自治体の中で最も高い 69.2％でし

た。中核市平均は 64.4％となっており、近隣自治体に比べ本市の施設が老朽化している

ことがわかります。また、令和 4 年から年々有形固定資産減価償却率が増加しています。 

計画的な更新・保全投資を継続しなければ、今後も老朽化率の上昇が見込まれます。 

 

 

図Ⅲ-4 令和 4 年度 近隣自治体の有形固定資産減価償却率 

 

 

 

 

図Ⅲ-5 豊中市 有形固定資産減価償却率 
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(4)豊中市の施設総量について 

 

① 全国類似都市との比較 

令和7年（2025年）1月1日時点における本市と類似人口規模の中核市を比較すると、本市

と同様に大阪都市圏の住宅都市として発展してきた吹田市及び枚方市の市民一人当たり公共

施設保有量は2.0㎡/人前後となっています。 

一方、広域行政機能や産業集積を有する豊田市や富山市では4.0㎡/人を超えており、大き

な差が見られます。 

  このことから、公共施設保有量は人口規模だけでなく、都市特性や行政サービスの提供範囲

などの影響を受けることがわかります。 

 

表Ⅲ-4全国人口類似都市と都市の特徴 

自治体名 人口（人） 延床面積（㎡） 

市民 1 人

当たり 

延床面積 

（㎡/人） 

都市の特徴 

豊中市 404,479 949,936 2.3 高い交通利便性を有する住宅都市・教育文化都市 

豊田市 418,353 1,714,715 4.1 自動車産業を核とする日本有数の工業都市 

富山市 406,483 1,732,000 4.3 コンパクトシティ政策を先導する日本海側の中核都市 

岐阜市 389,011 1,395,075 3.6 商業・行政機能が集積する拠点都市 

枚方市 389,218 764,000 2.0 大阪・京都の中間に位置する北河内エリアの住宅都市 

吹田市 394,503 852,000 2.2 万博記念公園や研究機関を擁する住宅・産業都市 

人口は令和 7 年国勢調査速報値、延床面積は総務省公表資料より作成 

 

 

図Ⅲ-6 類似人口都市の人口と一人当たりの延床面積の比較 
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② 関西中核市の見直し状況 

 

公共施設等総合管理計画については、総務省から定期的な見直しが求められていることに加

え、近年の人口動向の変化、建設コストの上昇、施設の老朽化の進行及び行政需要の多様化など

を背景として、各自治体において計画内容の見直しが進められています。 

 関西圏の中核市においても、それぞれの地域特性や行政課題を踏まえながら計画の改定が行

われており、施設総量の削減や維持を一律に目標とするのではなく、施設利用状況、サービス機

能、施設品質などを含めた総合的な管理へと移行する傾向が見られます。 

 また、同じ中核市であっても、都市圏における役割や行政サービスの提供範囲は大きく異なり

ます。県庁所在地や広域拠点都市では、周辺自治体を含めた広域的な行政機能を担うほか、産業

振興、観光振興、高等教育機関との連携などに対応するため、多様な公共施設を保有しています。

一方、大都市圏の住宅都市として発展してきた都市では、周辺自治体と都市機能を分担している

ことから、公共施設保有量は比較的コンパクトな傾向にあります。 

このように、公共施設の保有量は人口規模だけで決まるものではなく、都市機能や行政サービ

スの提供範囲、都市圏における役割などによって大きく異なります。 

 そのため、公共施設の適正規模や管理指標を検討する際には、人口構造や都市特性、行政需

要及び将来のまちづくりの方向性を踏まえて評価する必要があります。 

 

 

表Ⅲ-5 近隣中核市の見直し状況 

 
各市ホームページより作成 
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2. インフラ施設の現状 

(1)道路 

本市の道路は、令和 5 年度（2023 年度）末時点で国道約 13km、府道約 12km、市道約

656km の合計約 681km のネットワークを有しています。 

このうち、都市計画道路が約 78km 整備されており、整備進捗率は約 88％となっています。 

 

表Ⅲ-６ 道路整備状況 

 

 

 

出典：令和 7 年豊中市統計書           

 

(2)橋りょう 

橋りょうには、大きく道路橋、人道橋、千里地区の歩路橋、横断歩道橋の 4 種類があります。本

市が管理する橋長２ｍ以上の橋りょうは、令和８年（２０２６年）３月時点では３０７橋あります。 

 

表Ⅲ-７ 橋りょうの整備状況 

分類   橋りょう数 橋長（ｍ） 面積（㎡） 

道路橋 

合計 ２０８ 2,225.05 18,114.9 

15m 以上 ５１  1,462.７   12,398.0 

15m 未満 １５７ ７６２．35 5,716.0 

人道橋   ４８ ７８０．２ 5,404.5 

千里地区歩道橋   ３７ 1,777.６ 6,409.0 

横断歩道橋 全体 １４ 370.8 721.4 

※上表のほか、豊中駅前広場ペデストリアンデッキ（面積 1,420.8 ㎡）があります。 

出典：豊中市橋梁長寿命化修繕計画（第 4 期）（令和 8 年（2026 年）3 月公表） 

 

  

令和 5 年度 路線 延長(m) 面積(㎡) 

市道 3,957 656,055m 3,970,326 ㎡ 
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(3)上水道 

本市の令和６年度（2024 年度）末の上水道管路（導水管、送水管、配水管）の整備延長は、約

819 ㎞となっています。また、年度別の整備延長は表Ⅲ－8 の通りとなっています。既に約 200

㎞の管路が法定耐用年数（40 年）を超えており、今後も多くの管路が耐用年数を迎えることにな

ります。 

表Ⅲ-８ 上水道管路の整備状況 

  延長(m) 

導水管    3,591m  

送水管    7,729m  

配水管 
配水本館  63,309m  

配水支管  744,067m  

合計  818,704m  

出典：上下水道事業年報（令和６年度） 

 

図Ⅲ-7 敷設年度別延長 
出典：豊中市道路橋長寿命化修繕計画（令和 6 年度（2024 年度）策定） 

 

 

表Ⅲ-９ 上水道施設の用地面積 

その他、上水道施設として、猪名川取水場、石橋中

継、ポンプ場、柴原浄水場、柿ノ木受配水場及び配水

場 5 か所（柴原、野畑、緑丘、新田、寺内）、用地面積

にして合計約 75,000 ㎡を保有しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：上下水道事業年報（令和６年度） 

施設名 用地面積（㎡） 

上下水道局庁舎 3,168 ㎡  

猪名川取水場 271 ㎡  

石橋中継ポンプ場 1,495 ㎡  

柴原浄水場 6,407 ㎡  

柴原配水場 3,840 ㎡  

新田配水場 8,735 ㎡  

野畑配水場 10,841 ㎡  

寺内配水場 21,821 ㎡  

柿木受配水場 10,525 ㎡  

緑丘配水場 8,675 ㎡  

合計 75,778 ㎡  
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(4)下水道 

本市の令和 6 年度（2024 年度）末の下水道管きょの整備状況は、延長約 1,072 ㎞、人口普

及率 99.9％となっています。また、年度別の整備延長は図Ⅲ-8 の通りとなっており、今後耐用

年数（50 年）を迎える管きょが増加していきます。 

 

図Ⅲ-8 下水道の管きょの整備状況 
出典：上下水道事業年報（令和６年度） 

 

 

図Ⅲ-9 下水道の管きょの年度別整備延長 
出典：上下水道事業年報（令和６年度） 
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その他、下水道施設として、処理場 1 か所（庄内下水処理場）、ポンプ場 8 か所（桜井谷、新免、

千里園、利倉、穂積、小曽根第 1、小曽根第 2）、用地面積にして合計約 63,000 ㎡を保有してい

ます。 

表Ⅲ-１０ 下水道施設の用地面積 

施設名 用地面積（㎡） 

庄内下水道処理場 35,998 ㎡  

桜井谷ポンプ場 3,768 ㎡  

新免ポンプ場 318 ㎡  

千里園ポンプ場 5,316 ㎡  

利倉ポンプ場 9,589 ㎡  

穂積ポンプ場 3,242 ㎡  

小曽根第１ポンプ場 2,253 ㎡  

小曽根第２ポンプ場 2,559 ㎡  

合計 63,043 ㎡  

出典：上下水道事業年報（令和６年度） 

 

 

(5)公園・緑地 

本市の公園・緑地の開設状況は、令和６年度（2024 年度）末時点で 478 か所、 

約 1,628,000 ㎡となっています。 

 

表Ⅲ-１１ 公園・緑地の開設状況 

種類 開設か所 開設面積（㎡） 
1 人当たり面積

（㎡） 

市域面積比

(%) 

都市計画公園 114 767,800 ㎡  1.93 ㎡  2.1% 

都市計画公園以外の都市公園 316 213,617 ㎡  0.54 ㎡  0.6% 

児童遊園 46 48,155 ㎡  0.12 ㎡  0.1% 

小計 476 1,029,572 ㎡  2.59 ㎡  2.8% 

都市計画緑地 2 598,800 ㎡  1.50 ㎡  1.6% 

合計 478 1,628,372 ㎡  4.09 ㎡  4.5% 

出典：グリーンインフラによるまちづくり基本方針 
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3. アンケート調査結果 

令和 8 年（2026 年）に実施した市民アンケート調査の結果を、平成 28 年（2016 年）の計画

策定時調査と比較すると、市民の公共施設に対する基本的な考え方に大きな変化は見られません

でした。公共施設の量については、前回調査と同様に、回答者の約 8 割が「市民ニーズや財政状況

に見合った量への見直しが必要」と考えており、今回の調査回答者においては、施設総量の適正化

に一定の理解が示されました。 

一方で、公共施設の利用実態では、過去 1 年間に施設を利用した人の割合が 74.8％から

82.7％へ増加しており、公共施設が引き続き市民生活を支える重要な基盤として利用されてい

ることがうかがえます。特に図書館への期待は高く、充実を求める割合は 27.0％から 52.5％へ

大幅に増加しました。 

また、今後の公共施設マネジメントの方向性としては、「サービス内容の見直し」、「近隣自治体と

の連携」、「複合化・多機能化」、「施設の長寿命化」に対する支持が引き続き高い傾向にありまし

た。加えて「施設予算の優先化」についても 39.8％から 60.2％へ上昇しており、施設の老朽化

対策や計画的な更新の必要性に対する関心の高まりがうかがえます。 

自由記述では、老朽化対策、図書館機能の充実、複合化・集約化、近隣自治体との連携、民間活

力の活用などに加え、防災機能の強化や将来世代への負担軽減を求める意見が多く寄せられまし

た。 

これらの結果から、今回の調査回答者においては、公共施設の削減そのものよりも、安全性やサ

ービス水準を維持しながら、複合化・長寿命化・公民連携等を通じて効率的かつ持続可能な公共施

設運営を進めることが求めている傾向が確認されました。本計画では、こうした市民意識の傾向

を踏まえ、施設総量の適正化と施設品質の維持・向上の両立を図る公共施設マネジメントを推進し

ます。 

なお、本調査は回答率 13.1％であり、回答者属性等による一定の偏りを含む可能性があること

から、市民意識の傾向を把握するための参考資料として活用します。 

 

 

(1)調査実施概要 

調査期間 令和８年（2026 年）５月１日（金）～５月３１日（日） 

調査対象 ：市内在住、１８歳以上の３，０００人（無作為抽出） 

有効回答者数：394 人（Web 回答） 

有効回答率：１３.１% 
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(2)調査結果（抜粋） 

 

1. 回答者の属性 

問１．性別 ・ 問 2．年齢層 

 

男女比は「女性」が５８.１％と高く、男女別の依

頼数に対する回答率は、「女性」が１６.１％、「男

性」が９.８％となっています。前回調査と比較す

ると、女性の割合が５ポイント下がっています。 

 
 

年齢は、「５０歳代」の回答者が最も多く、次い

で「６０歳代」、「４０歳代」が多くなっています。依

頼者数に対する回答率は、「６０歳代」が２１.１％と最も高く、次いで「５０歳代」、「４０歳代」となっ

ています。「１０歳代」、「８０歳以上」の回答率は５％以下と低くなっています。前回調査と比較す

ると、今回はインターネットのみの調査ということもあり、６０歳以上の回答者の割合が低下して

います。 

 

 

 

39.3

58.1

2.3

0.3

36.7

63.1

0.2

0% 20% 40% 60% 80%

男性

女性

答えない

無回答

今回(R8)

前回(H28)

依頼者数
（人）

回答者数
（人）

回答率
（％）

男性 1,582 155 9.8

女性 1,418 229 16.1

答えない - 9 -

無回答 - 1 -

合計 3,000 394 13.1

依頼者数

（人）

回答者数

（人）

回答率

（％）

10 歳代 67 3 4.5

20 歳代 376 28 7.4

30 歳代 389 44 11.3

40 歳代 490 74 15.1

50 歳代 569 103 18.1

60 歳代 379 80 21.1

70 歳代 388 48 12.4

80 歳以上 342 14 4.1

合計 3,000 394 13.1

上段：今回(R8)　　下段：前回(H28)
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1
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10歳代
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80歳以上

男性 女性 答えない 無回答
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問３．居住地域 

 

居住地域は、豊中市都市計画マスタープランの７地域区分ごとに集計を行いました。全体の中

では「中北部地域」の割合が２９．９％と最も高くなっており、次いで「中部地域」が２２．３％、「北

部地域」が１４．０％となっています。地域別の依頼数に対する回答率は、「南部地域」が８．１％と

最も低く、その他の地域は９％から１６％台で推移しています。 

前回調査と比較すると、中北部地域の回答者の割合が 8.2 ポイント上昇しています。 

 

 

 

 

 

  

14.0

12.9

29.9

2.8

8.9

22.3

9.1

13.6

14.9

21.7

4.3

9.9

19.7

10.6

0% 10% 20% 30% 40%

北部地域

北東部地域

中北部地域

西部地域

東部地域

中部地域

南部地域 今回(R8)

前回(H28)

依頼者数
（人）

回答者数
（人）

回答率
（％）

北部地域 398 55 13.8

北東部地域 428 51 11.9

中北部地域 709 118 16.6

西部地域 119 11 9.2

東部地域 302 35 11.6

中部地域 599 88 14.7

南部地域 445 36 8.1

合計 3,000 394 13.1



豊中市公共施設等総合管理計画       公共施設等におけるマネジメントの基本方針 

27 

   Ⅳ 

問５．職業  

 

職業は、「正規の従業員・職員」の割合が最も高く３８.１％となっており、次いで、「パート・アル

バイト・派遣・契約社員等」が２４.１％、「家事専業」と「無職」が１２.９％となっています。前回調査

と比較して、「正規の従業員・職員」は１４．５ポイント、「パート・アルバイト・派遣・契約社員等」は 

７．０ポイント増加しています。 

前回調査と比較すると、５０歳代以下の回答者の割合が上昇したこともあり、正規の従業員や

職員の割合が 14.5 ポイント上昇しています。 

 

 

 

  

5.3

1.0

12.9

24.1

38.1

2.8

12.9

2.0

0.8

7.0

1.4

20.0

17.1

23.6

1.6

24.8

3.5

1.0

0% 10% 20% 30% 40%

自営・経営者

家族従業(個人事業主の家族で、その事業を手伝っている)

家事専業

パート・アルバイト・派遣・契約社員等

正規の従業員・職員

学生

無職

その他

無回答 今回(R8)

前回(H28)
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Ⅱ. 公共施設の利用状況について 

問７．あなたが過去１年間に利用した（または訪れた）公共施設があれば、施設番号と 

その利用頻度（何回くらい利用したか）をそれぞれ５つまで選んでください。 

 

過去一年間に公共施設を利用した回答者

が８２.７％、全く利用しなかった回答者が１

７.３％となっており、回答者の８割以上が施

設を利用しています。前回調査と比較する

と、利用した回答者の割合が 7.9 ポイント高

くなっています。 

過去１年間に利用した公共施設としては、

「図書館」が１８８人（回答者の４７.７％）と最

も多く、次いで「文化ホール」が１２５人（３１.７％）、「本庁舎・出張所・パスポートセンター」が１

２０人（３０.５％）となっています。 

「図書館」の利用者のうち月に１回以上利用している人の割合は約７割を占めますが、「本

庁舎・出張所・パスポートセンター」の割合は約２割となっています。 

 

  

0人 50人 100人 150人 200人

公民館

コミュニティプラザ

図書館

文化ホール

伝統芸能館・郷土資料館

温水プール

体育館

高川スポーツルーム

武道館ひびき

野球場

テニスコート

教育センター

青少年交流文化館いぶき

児童相談所

子育て支援センターほっぺ

市立豊中病院

保健センター

保健所

介護予防センター

老人憩の家

障害福祉センターひまわり

とよなか男女共同参画推進センターすてっぷ

とよなか国際交流センター

人権平和センター

生活情報センターくらしかん

環境交流センター

花とみどりの相談所

地域共生センター

地区会館

共同利用施設

本庁舎・出張所・パスポートセンター

週に1回以上 月に１～３回 3か月に1回程度 半年に１回程度 1年に１回程度

188

125

120

82.7

17.3

74.8

25.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用あり

利用なし
今回(R8)

前回(H28)
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問9．あなたは、今後どの公共施設を優先的に充実させていくべきと考えますか。 

あてはまる番号を３つまで選んでください。 

 

優先的に充実させていくべき施設としては、「図書館」が５２.５％と最も高く、次いで「高齢者

福祉施設」が２９.９％、「スポーツ施設」が２８.９％、「学校」が２７.４％、「保健医療施設」が２１.３％

となっています。 

前回の調査と比較をすると、「図書館」が 25.5 ポイント増加しており、「スポーツ施設」や「学

校」が前回よりも特に増加傾向にあります。一方で、「高齢者福祉施設」や「保健医療施設」などが

前回よりも減少しています。 

 

 

 

 

  

9.1

52.5

15.0

28.9

15.2

27.4

10.7

21.3

29.9

8.4

6.9

7.1

19.0

8.3

27.0

10.6

19.3

23.2

18.7

18.8

26.2

35.1

8.3

6.6

6.9

17.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

公民館

図書館

文化ホール

スポーツ施設

こども園

学校

教育子育て等の相談・支援施設

保健医療施設

高齢者福祉施設

障害者福祉施設

特定テーマに関する相談・支援施設

地域集会交流施設

庁舎・窓口施設
今回(R8)

前回(H28)
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Ⅲ. 公共施設の老朽化問題について 

問１１．これからの公共施設の「量」について、あなたの考えにもっとも近いものを選んで 

ください。 

 

これからの公共施設の「量」については、「公共施設が果たしている役割を検証したうえで、市

民ニーズや財政状況に見合った量に減らす」の回答割合が６８.５％と最も高く、「老朽化した公

共施設は廃止を原則とし、積極的に減らす」（９.４％）と合わせると７割を超えています。前回調

査と比較して回答傾向は概ね近いものの、「公共施設が果たしている役割を検証したうえで、市

民ニーズや財政状況に見合った量に減らす」だけが７．６ポイント減少しています。 

 

 

 

 

問１２．【問１１】で「１」または「２」と回答した方のみお答えください。 

どのような状況の公共施設を減らせばよいとお考えですか。あてはまる番号を３つ

まで選んでください。 

 

どのような状況の公共施設を減らせばよいかについては、「利用者が少ない公共施設」が５９.

９％と最も高く、次いで「特定の個人・団体に利用されている公共施設」が５２.４％、「維持管理・

運営に費用がかかりすぎている公共施設」が４８.９％、「同様のサービスをおこなう公共施設が

近くにある公共施設」が４５.３％となっています。前回調査と比較して回答傾向は概ね近いもの

の、「特定の個人・団体に利用されている公共施設」が７．１ポイント増加し、「利用者が少ない公

共施設」が７．２ポイント減少するなどの変化も見られます。 

 

59.9%

52.4%

25.1%

48.9%

21.5%

45.3%

13.7%

67.1%

45.3%

21.2%

51.6%

23.6%

46.0%

15.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

利用者が少ない公共施設

特定の個人・団体に利用されている公共施設

建物・設備が古くなっている公共施設

維持管理・運営に費用がかかりすぎている公共施設

交通の便が悪い場所にある公共施設

同様のサービスをおこなう公共施設が近くにある公共施設

同様のサービスをおこなう民間施設が近くにある公共施設

今回(R8) 前回(H28)

9.4

68.5

16.5

4.8

0.8

6.4

76.1

12.5

3.1

1.9

0% 20% 40% 60% 80%

老朽化した公共施設は廃止を原則とし、

積極的に減らす

公共施設が果たしている役割を検証したうえで、

市民ニーズや財政状況に見合った量に減らす

今ある公共施設は必要なので、現状維持する

公共施設は足りないため、増やすことを考える

無回答
今回(R8) 前回(H28)
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Ⅳ.  今後の公共施設のあり方について 

問１３～問２１ まとめ 

「サービス内容の見直し」が最も必要な方策と考えられており、「積極的に実施すべき」と「どち

らかといえば実施すべき」を合わせると８７.８％となっています。次いで「近隣自治体との連携」

が８５.０％、「複合化・多機能化」が８２.８％、「施設の長寿命化」が８２.８％となっています。 

一方、「施設予算の優先化」については、「実施すべき」という回答の方が多いものの、他の設

問と比較すると「積極的に実施すべき」、「どちらかと言えば実施すべき」を合わせた回答の割合

が低くなっています。 

前回調査と比較をすると、「施設の予算の優先化」では前回は３９．８％、今回は６０．２％と大

幅な増加が見られます。その他の設問については、前回と比較して回答傾向にそれほど大きな

差は見られません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１３～問２１における肯定的なご意見（H28調査結果との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

※肯定的なご意見＝「積極的に実施すべき」+「どちらかといえば実施すべき」 

  

上段：今回(R8)　　下段：前回(H28)

38.6%

44.7%

32.2%

49.1%

37.6%

41.4%

38.6%

38.7%

25.4%

30.9%

43.9%

45.8%

50.5%

59.1%

31.0%

32.3%

14.5%

10.1%

44.2%

36.4%

45.7%
34.2%

45.2%
37.2%

42.4%
38.7%

47.0%
40.6%

41.1%
34.9%

37.3%
29.7%

39.6%
35.6%

45.7%
29.7%

5.6%
5.3%

5.3%

3.2%

6.3%
5.3%

7.1%
6.3%

12.9%
10.1%

5.8%
4.9%

2.3%

1.6%
14.2%

13.3%

20.6%
21.1%

2.8%

1.8%3.8%

1.7% 2.3%

2.5% 3.0%

3.1%
2.0%

3.7% 1.8%

1.7% 1.3%

0.5%
7.4%

9.0%
2.8%

7.2%

7.6%
10.4%

10.9%
10.3%

6.6%
11.8%

7.4%
12.1%

11.2%
13.6%

5.6%
11.2%

6.9%
7.9%

6.1%
9.1%

14.7%
30.3%

1.3%

1.4%

2.0%
1.4%

2.0%
1.8%

1.5%
1.2%

1.5%
1.1%

1.8%
1.4%

1.8%
1.1%

1.8%
0.6%

1.8%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

複合化・多機能化(問13)

民間事業者との連携(問14)

施設の長寿命化(問15)

民間施設の利用補助制度(問16)

自由度の高い公共施設利用(問17)

近隣自治体との連携(問18)

サービス内容の見直し(問19)

施設使用料の徴収(問20)

施設予算の優先化(問21)

積極的に実施すべき どちらかといえば実施すべき

どちらかといえば実施すべきではない 実施すべきではない

わからない 無回答

複合化・多機能化(問13)

民間事業者との連携(問14)

施設の長寿命化(問15)

民間施設の利用補助制度(問16)

自由度の高い公共施設利用(問17)

近隣自治体との連携(問18)

サービス内容の見直し(問19)

施設使用料の徴収(問20)

施設予算の優先化(問21)

67.9%

39.8%

前回(H28)

87.8%

70.6%

60.2%

81.1%

83.3%

78.6%

77.4%

71.5%

80.7%

88.8%

今回(R8)

82.8%

77.9%

82.8%

81.0%

72.4%

85.0%
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問２２．今後の公共施設のあり方について、ご意見があればお聞かせください。 

 

今後の公共施設について寄せられたご意見は、以下の通りです。 
※多数寄せられたご意見について、同様の趣旨のものを集約（または要約）して掲載しています。 

 

（1）公共施設のあり方（取組み方策等）について 

➢ アセットマネジメントの導入や周辺自治体との連携による合理化を検討すべき。 

➢ 利用料を徴収してでも、必要な施設や歴史的価値のある施設は残すべき。 

➢ 老朽化施設は改修よりも建替えを行い、多様なニーズに応える魅力的な施設にする。 

➢ 「効率」や「利用者の多寡」を最優先せず、社会的弱者へのサービスや地域住民の居場 

所としての役割を重視すべき。 

➢ 図書館の統合・集約化には反対であり、身近な場所に歩いて通える施設があることが

重要。 

➢ 単独施設ではなく、駅近くなど利便性の高い場所への集約化・複合化により、効率運営 

と賑わい創出を図るべき。 

（2）公共施設の利用について 

➢ 高齢者、子供、初心者など、誰でも気軽に公平に利用できることが大切。 

➢ 仕事帰りや休日でも利用できるよう、夜間や休日の開館時間を拡大してほしい。 

➢ 車での利用を考慮し、駐車場の整備や利用者への料金割引・無料化を検討してほしい。 

（3）利用料金について 

➢ 公共の良さを活かし、安価または無料での提供を継続してほしい。 

➢ 施設の維持管理コストを考慮し、「受益者負担」の原則に基づき適切に徴収すべき。 

➢ 高齢者や社会的弱者に対しては、負担軽減の配慮が必要。 

（4）公共施設に関する情報提供について 

➢ 施設の存在や利用方法が十分に認知されていないため、より分かりやすい周知が必要。 

➢ マチカネアプリやSNS、インターネットを通じた情報発信と予約機能の充実を図るべき。 

（5）今後充実させてほしい施設・サービスについて 

➢ 教育・子育て施設：老朽化した小中学校の建替え・改修、屋内の遊び場。 

➢ 学習・交流スペース：駅近くの自習スペース、多目的で使える図書館。 

➢ 高齢者・健康増進施設：歩行訓練ができるプール、健康維持のための運動施設。 

➢ 複合施設：コンビニ、カフェ、レストランなどが併設された訪れやすい施設。 

➢ 公園・スポーツ施設：ボール遊びができる公園、予約の取りやすいスポーツ施設。 

➢ 防災機能：避難所としての安全確保や、災害用トイレの設置。 

（6）その他 

➢ 「便利だから残す」のではなく、将来世代に持続可能な財政を残す視点を持ってほしい。 

➢ 多様な世代の「真のニーズ」を丁寧に把握し、計画に反映させてほしい。 

➢ 近隣市の取組みを参考にし、北摂広域での共同利用も検討すべき。 
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自由記述回答の頻出語を可視化し、ワードクラウドを作成しました。「市民」「図書館」「維持管理」

「建替え」「民間」といった単語が大きく表示されており、市民が公共施設のあり方に対して、特に

老朽化に伴う維持管理や建替えの方向性、及び民間活用等の手法に高い関心を寄せている様子

がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-10 自由記述回答によるワードクラウド 
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4. 公共施設等の将来経費見込みと投入実績額比較 

限られた財源を活用し、公共施設の管理を適切に行っていくためには、中長期的な経費見込み

を把握した上で、計画的に修繕や更新等を進めていく必要があります。 

将来経費の見通しとして、今後 40 年間において本市が所有する公共施設等をすべて維持する

ものと仮定し、既存の計画どおりに修繕や更新等を行った場合の見込み額を試算します。 

(1)公共施設 

① 将来経費の試算方法 

ア 対象施設 

前述「Ⅲ-1 建物施設の現状 表Ⅲ-1 用途分類別の施設数及び延床面積」になります。 

イ 目標耐用年数 

現計画では、財団法人自治総合センターの「地方公共団体の財政分析等に関する調査

研究会報告書」を参考に、建築物の標準的な耐用年数を踏まえ、建物用途にかかわらず

更新周期を 60 年で将来経費を試算していました。 

一方で、近年は全国的に公共施設の長寿命化の取組みが進められており、更新時期を

一律に設定するのではなく、建築物の構造や維持管理の状況を踏まえた考え方が広く採

用されています。 

また、本市においても現に 60 年を超えて活用している施設が存在しており、建築物

の活用実態を踏まえた将来経費の試算が必要となっています。 

このため、本計画では、日本建築学会の「建築物の耐久計画に関する考え方」を参考

に、構造種別ごとの目標耐用年数を設定し、将来更新経費を試算することとしました。 

  

 

 表Ⅲ-1０ 構造種別ごとの目標耐用年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 6 年度（1994 年度）以前に建設した建物は、劣化度を考慮して、80 年目 

の建替えとせず、機能更新を図るため建設後 60 年で建替えます。 

 

            

 

 

  

構造種別 目標耐用年数 

鉄筋コンクリート造 80 年 

(※60 年) 鉄骨鉄筋コンクリート造 

重量鉄骨造 60 年 

軽量鉄骨造 40 年 

コンクリートブロック造 60 年 

木造 40 年 
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ウ 試算期間 

令和８年度（2027 年度）から令和 4７年度（20５９年度）までの 40 年間とします。 

 

エ 対象経費 

修繕費・更新費の 2 区分で費用推計を行います。 

 

オ 改修・更新単価 

単価を実勢値に見直しました。施設類型ごとに下表の通りに設定します。 

中規模改修は更新単価の３０％、大規模改修は更新単価の６０％としています。 

 

カ 試算方法 

修繕費及び更新費については、一定条件により設定した更新費を試算し、当該更新費

に一定割合を乗じた金額を修繕費として試算しています。 

 

キ 改修・更新に係る周期・金額 

目標耐用年数ごとの改修・更新周期と単価設定を下表に示します。 

 

表Ⅲ-1１ 施設類型ごとの単価 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

更新単価は、本市の直近３年間の工事実績及び建設物価指数等を踏まえ、令和７年度価格と

して設定しています。単価には解体費、設計費を含んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

施設類型 
計画策定時単価 

単位：千円/㎡  

計画見直し単価 

単位：千円/㎡  

文化・社会教育・行政系施設 400 700 

市民文化系施設（ホール等） - 1,063 

スポーツ施設 

（プール等階高の高いもの） 
- 758 

その他スポーツ施設 360 630 

学校教育・子育て支援系施設 330 578 

公営住宅・その他 280 490 
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図Ⅲ-10 建物 80 年周期の中規模、大規模改修の周期 

 

 

表Ⅲ-1２ 改修・更新に係る周期・金額 

築年数 目標耐用年数４０年 目標耐用年数 6０年 目標耐用年数 8０年 

築 2０年 
中規模改修 

(更新費×30%) 
中規模改修 

(更新費×30%) 
中規模改修 

(更新費×30%) 

築 4０年 更新(建替え) 
中規模改修 

(更新費×30%) 
大規模改修 

(更新費×60%) 

築 6０年 
 

更新(建替え) 
中規模改修 

(更新費×30%) 

築 8０年 
  

更新(建替え) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

状  状

態 



豊中市公共施設等総合管理計画       公共施設等におけるマネジメントの基本方針 

37 

   Ⅳ 

学校施設の修繕・更新経費については、令和 8 年（2026 年）7 月策定の「豊中市学校施設整

備方針」と整合を図るため、同方針の試算期間である令和 41 年（2059 年）までの 34 年間を

対象として、一般施設を含めた修繕・更新経費を算定しました。その結果を下図に示します。 

 ただし、学校施設については学校施設整備方針による更新手法を反映しています。 

 

 

図Ⅲ-11 修繕・更新経費試算結果 

 

現計画と計画見直しの将来経費推計を比較すると次のようになります。 

豊中市中期財政計画（令和 8 年～令和 11 年）による歳入の見通しは、「市税」、「譲与税・交付税

等」、「国庫・府支出金」、「寄附金」が増加傾向の見通しです。将来経費の見込みを踏まえ、中期財政

計画や公共施設整備基金の状況と整合を図りながら、計画的に更新等を進めます。 

 

 

表Ⅲ-1５ 将来経費推計の比較 

 

項 目 現計画 計画見直し 

推計期間 2016 年～2055 年 2026 年～2065 年 

対象床面積 1,013,316 ㎡ 945,543 ㎡ 

投資単価 ３６８千円/㎡ 659 千円/㎡ 

今後 40 年の建替え・

大規模改修経費総額 
3,979 億円 6,233 億円 

年平均の建替え・ 

大規模改修経費総額 
99.47 億円/年 155.83 億円/年 
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（2）インフラ施設 

インフラ施設整備に係る経費については、総務省が実施している「地方財政状況調査」による本

市の決算統計に基づく経費により算出します。なお上下水道 

道路・橋梁等の維持補修費及び整備(更新)経費はに係る令和 4 年度(2022 年度)から令和６

年度(2024 年度)までの３年間における年平均値は以下のとおりです。インフラについては、現

在の整備経費を維持し、今後も同程度の負担が続くものとして、今後４０年間の将来経費の試算額

とします。 

 

表Ⅲ-1６ 道路・橋梁等の維持補修費及び整備費（年平均） 

種別 維持補修費(百万円) 整備(更新)費 

道路・橋りょう 806 2,067 

河川 125 23 

公園 598 539 

計 1,529 2,629 

        

道路・橋梁等について、現在の整備経費を維持し、今後も同程度の負担が続くもの 

     として、今後 40 年間の将来経費を試算しました。 

 

表Ⅲ-1７ 道路・橋梁等の将来経費の試算額 

種別 維持補修費(百万円) 整備(更新)費 

道路・橋りょう 32,240 82,680 

河川 5,000 ９２０ 

公園 23,920 21,560 

計 61,160 105,160 
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5. 公共施設等の課題 

① 人口推移と市民サービスの確保 

現計画と計画見直しの際の行政サービス需要の基となる将来人口見込みは次の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-12 現計画の将来人口見込み 

 

平成 27 年（2015 年）「豊中市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」では平成 32 年（令和 2

年（2020 年））をピークに人口減少を想定していました。 

平成 62 年（令和 22 年（2040 年））時点の将来人口は社人研の人口推計では３３．５万人を

示していますが、本市は 38 万人となることを想定していました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-13 計画見直しの人口推計 

 

令和 5 年（2023 年）3 月の人口ビジョン（改訂版）では、令和 22 年（2040 年）時点の将来

人口を社人研推計は３8．2 万人を示していますが、本市の将来人口は、上グラフに示す豊中市

推計①の４０.1 万人としています。令和 2 年（2020 年）の実績人口が 40.2 万人なので、今

後２０年間は 40 万人が安定維持することを想定しています。そのため現計画より２万人増の行

政サービス需要を想定しています。 

今後の公共施設の適正管理を考える上で、将来人口は従来推計より約２万人増加したもの

の、それだけで施設総量を増やすものではありません。行政サービス需要と施設総量の均衡を

図る必要があります。 
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施設総量の多寡を検討する際は、行政サービス需要のみでは無く、法制度や行政責任の変化に

も着目する必要があります。 

学校施設の標準設計の考え方は昭和２５年(1950 年)に国より示されています。令和３年(２０

２１年)４月には学校施設の整備に係る法律の一部改正が示されました。 

具体的には、少人数学級への対応、多目的スペース、バリアフリー設備、防災機能等の確保によ

り、近年の本市の学校改築事例では、改築前と比較して延床面積が平均 1.2倍となっています。 

昨今の子育て環境の社会的要請から、これまで都道府県や政令指定都市が主に担ってきた児童

相談所の設置や運営、関連する業務の権限を、中核市や特別区などの基礎自治体へ移す取組みが

されたことから、本市も新たに児童相談所を開設したところです。 

 

② 行政サービス需要の比較 

公共施設の保有量は、人口規模や都市の成り立ち、行政サービスの提供範囲などにより大きく

異なります。このため、施設保有量を評価する際には、単純な自治体間比較ではなく、都市特性を

踏まえた比較を行うことが重要です。 

年齢３区分別人口比率推移(図Ⅱ―２)から年少人口と生産年齢人口は横ばいであることから当

面は、現状の行政需要が求められます。 

中核市における市民一人当たり公共施設保有量の平均は約 3.2 ㎡／人となっています。一方

で、本市と同様に大阪都市圏のベッドタウンとして発展してきた自治体においては、概ね 2.2 ㎡

／人程度の水準となっています。 

本市の市民一人当たり公共施設保有量は約 2.3 ㎡／人であり、大阪府内の中核市や近隣ベッ

ドタウン型自治体と比較しても概ね同水準に位置しています。 

また、人口規模が大きく人口密度の高い都市ほど、一人当たり公共施設保有量が小さくなる傾

向が見られる一方、地方中核都市や広域行政機能を担う都市では、一人当たり公共施設保有量が

大きくなる傾向が見られます。 

このことから、本市の公共施設保有量は人口規模や都市特性を踏まえると概ね適正な水準にあ

ると考えられます。今後、市民一人当たり公共施設保有量 2.2 ㎡／人は、直ちに達成を義務付け

る削減目標ではなく、人口及び施設総量の変化を把握するための管理上の目安とします。指標が

当該水準を上回る場合も、行政需要、利用状況、代替可能性等を踏まえて個別に判断します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

図Ⅲ-14 行政サービス需要の比較  
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③ 公共施設等更新に係る将来経費と財政関係 

学校施設を含む公共施設とインフラ施設整備に係る今後の必要経費と令和４年度(2022 年

度)から令和 6 年度(2024 年度)の直近３ヵ年の投入実績を普通建設事業費に求め、その関係性

を表Ⅲ-18 に示します。 

 

表Ⅲ-1８ 公共施設等更新経費と直近３ヵ年の投入実績 

項目 普通建設事業費(3 ヵ年平均) 更新に係る将来経費 

公共施設 111.０億円/年 1５５.８億円/年 

インフラ施設 ２7.6 億円/年 56.6 億円/年 

合計 137.2 億円/年 212.4 億円/年 

出典：地方財政状況調査 

 

投入実績と将来更新経費を比較すると、インフラ施設については、本試算において直近 3 年間

の投資実績が将来更新経費の年平均額を上回る結果となっています。 ただし、この試算は物価変

動や更新時期の集中等を考慮していないことから、今後も個別施設計画の見直しにあわせて継続

的に検証を行います。 

公共施設については、将来経費が投入実績を上回っているため、公共施設の適正管理のあり方

を一層検討するとともに、普通建設事業費への歳出の傾斜配分や公共施設整備基金の積み増しな

ど、今後の財政検討が必要になります。 
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IV.公共施設等におけるマネジメントの基本方針 
本計画においては、本市が保有し、または借り上げている建物施設及びインフラ施設について、

経営の視点から総合的かつ持続的に企画、管理、及び利活用することを「公共施設マネジメント」と

定義します。本章では、公共施設マネジメントを推進するための 8 つの基本方針を示します。 

1. 施設の安全性能の維持・向上 

 

 

 

 

 

 

 

(1)「事後保全」から「予防保全」へ 

 

公共施設マネジメントの推進にあたっては、市民の安心・安全を確保することを最優先とし、公

共施設の機能及び性能を適切な水準で維持していく必要があります。 

本市が保有する公共施設の多くは建設後相当の年数が経過しており、今後も老朽化の進行が見

込まれます。老朽化に起因するコンクリート片の剥落や設備機器の故障などの事故を未然に防ぐ

ためには、限られた財源の中で施設の改修や更新を進めるとともに、日常的な維持管理を適切に

実施し、安全性や機能性を確保することが欠かせません。 

 

これまでの施設保全は、建物や設備に不具合が発生した後に修繕等を行う「事後保全」を中心と

してきました。しかしながら、事後保全は不具合の発生後に対応する手法であるため、施設の機能

低下や利用者への影響を完全に防ぐことが難しく、結果として多額の改修費用を要する場合があ

ります。 

例えば、鉄筋コンクリート造建築物において雨漏りの発生後に屋上防水を改修する場合、その時

点で既に雨水の浸入によりコンクリートや鉄筋の劣化が進行し、建物躯体の耐久性に影響を及ぼ

している可能性があります。このような事態を未然に防ぐためには、法定点検や日常点検を通じ

て施設の状態を定期的に把握し、劣化や不具合の兆候が確認された段階で計画的に対応する「予

防保全」への転換が必要です。 

 

今後は、建物基本診断や各種点検結果を踏まえ、施設ごとに計画的に予防保全を推進します。 

施設管理者による日常点検及び定期点検を充実させるとともに、点検マニュアルの整備や保全

に関する知識の共有を図りながら、組織的かつ計画的な施設管理体制を構築し、公共施設の安全

性の確保と長寿命化を推進します。 

  

市民の安心・安全の確保と健全な財政運営を両立させるため、施設の耐震化を含めた計画的

な保全を実施し、施設の安全性能の維持・向上を図ります。  

・事後保全から予防保全（計画的な保全）へ  

・建物の長寿命化と将来ニーズを見通した工法等の選択  

・既存の施設の耐震化等による災害に強いまちづくりの推進 
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(2)長寿命化の推進 

 

適切な予防保全の実施は、施設の安全性や機能性を確保するとともに、建物の長寿命化及び

ライフサイクルコストの縮減につながります。そのため、本市では、施設を可能な限り有効に活用

しながら、計画的な保全による長寿命化を推進します。 

前計画では、財団法人自治総合センターの報告書を参考に更新周期を 60 年としていまし

た。今回の見直しでは、日本建築学会の考え方等を参考に、構造種別及び施設の状態に応じた

目標耐用年数を設定します。 

こうした考え方を踏まえ、本市では財政負担の軽減及び既存ストックの有効活用の観点から、

適切な予防保全を実施することにより目標耐用年数は、構造種別及び施設の状態に応じた目標

耐用年数とします。 

ただし、すべての施設を一律に長寿命化するものではありません。既に老朽化が進行してい

る施設や、多額の改修費を要する施設については、長寿命化と建替えの費用対効果を比較検証

し、施設の劣化状況、将来的な利用需要、ライフサイクルコスト等を総合的に勘案し、改修、長寿

命化、建替え等から最適な手法を選択します。 

また、新たに整備する施設については、整備当初から長期間の利活用を見据え、耐久性の向

上のみならず、設備更新の容易性や用途変更への対応性など、将来的な変化に柔軟に対応でき

る仕様や工法の採用を検討します。あわせて、提供する行政サービスの内容や供用期間を踏ま

え、必要に応じて転用や除却を見据えた施設整備を行うなど、施設特性に応じた効率的なストッ

ク形成を進めます。 

既存施設については、建物基本診断をはじめとする各種点検結果を活用しながら、計画的な

予防保全及び耐震化を着実に推進することで、施設の長寿命化と安全性の確保に取組みます。 

インフラ施設については、長寿命化計画、個別施設計画その他の関連計画に基づき、定期点

検や診断結果を踏まえた修繕・更新を実施し、計画的な維持管理と機能確保を図ります。 
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(3)災害に強いまちづくりの推進 

近年、国内では大規模地震や集中豪雨等の自然災害が頻発しており、公共施設等に求められる

防災機能や安全性の重要性が一層高まっています。 

災害発生時において、庁舎は災害対策本部として、学校やコミュニティ施設は避難所として、公

園は避難場所として重要な役割を担います。また、道路、橋りょう、上下水道などのインフラ施設

は、市民生活を支える基盤であり、その機能停止は復旧・復興活動や日常生活に大きな影響を及

ぼします。 

このため、本市では災害に強いまちづくりの実現に向けて、公共施設等の耐震化及び防災機能

の強化を重要な課題として位置付け、計画的な取組みを進めています。 

建物施設については、「豊中市住宅・建築物耐震改修促進計画(改定)」に基づき、災害時に重要

な役割を果たす施設や地域の拠点施設を中心に耐震化を進めてきました。その結果、市有建築物

の耐震化率 100％を達成しており、今後も同計画（中間評価）の基本的な考え方に基づき、適切な

維持管理を継続します。また、近年の地震被害では天井材や設備機器等の非構造部材の落下によ

る被害も発生していることから、利用者の安全確保に向けて非構造部材の耐震対策についても計

画的に取組みます。 

上下水道施設については、水道管路や下水道重要管路の耐震化、処理場及びポンプ場の機能強

化を進めるとともに、災害時においても安定したライフライン機能を確保できるよう、計画的な施

設整備を推進します。 

道路・橋りょうについては、防災ラインの整備や橋りょう耐震化、集中豪雨対策などを進めるこ

とにより、災害時の避難路・救援路としての機能確保及び交通ネットワークの強靱化に取組みま

す。 

今後も、公共施設等の計画的な更新、耐震化及び予防保全を推進し、災害発生時においても必

要な行政サービスを継続的に提供できる、安全で強靱な公共施設マネジメントを推進します。 

(4)地域環境配慮型公共施設の推進 

地球温暖化の進行や気候変動影響への対応は、地方公共団体にとって重要な課題となっていま

す。公共施設等は行政活動を支える重要な資産である一方、多くのエネルギーを消費する施設で

もあることから、施設整備及び管理運営を通じた環境負荷の低減が求められています。 

国の「地球温暖化対策計画」では、温室効果ガス排出量の削減目標が示されており、地方公共団

体においても地域の実情に応じた計画的な取組みが求められています。 

本市では、「第 4 次豊中市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」に基づき、公共施設等にお

ける温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。 

国の削減目標を踏まえ、本市においても脱炭素社会の実現に向けた取組みを推進します。 

具体的には、公共施設の更新や改修にあわせて LED 照明の導入、高効率設備への更新及び

ZEB 化の推進を図るとともに、太陽光発電設備等の再生可能エネルギーの活用を進めます。ま

た、木材利用の推進や省資源化など、施設整備から維持管理までを通じて環境負荷の低減に努め

ます。 

さらに、施設の長寿命化や計画的な維持管理は、建設時及び運営時における環境負荷の低減に

もつながることから、予防保全の推進や施設の適正管理とあわせて脱炭素化を推進します。 

今後も、公共施設の安全性、機能性及び環境性能の向上を図りながら、持続可能な行財政運営

と脱炭素社会の実現に向けた取組みを進めていきます。 
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2. 施設総量フレームの設定 

 本計画の基本的な考え方は、将来にわたり必要な行政サービスを安全かつ持続的に提供

し続けることです。 

 そのためには、公共施設の適切な保全を図りながら、施設のあり方の見直しや公民連携

の推進、施設の多機能化・複合化などにより既存ストックを有効活用し、限られた経営資源

を効果的かつ 効率的に活用していく必要があります。 

また、公共施設マネジメントは、単に施設総量を削減することを目的とするものではな

く、必要な行政サービスの維持・向上と施設総量の適正化を両立させることが重要です。 

  本市では、人口動向や行政需要の変化に柔軟に対応しながら、施設総量の適正化と施

設品質の維持・向上の両立を図るため、施設の「量」と「質」の両面から公共施設マネジメン

トを推進します。 

 

（１）課題 

施設総量フレームは、公共施設総量の適正化に向けた中長期的な方向性として位置付

けています。 

しかしながら、計画策定後は人口動向、行政需要、施設老朽化及び更新コストなど、公

共施設マネジメントを取り巻く前提条件が大きく変化しています。 

 

・人口動向の変化及び行政サービス需要の増加 

・建設コスト上昇による更新経費の増加 

・施設老朽化の進行と保全需要の増加 

・学校施設の多機能化や中核市機能の充実による施設需要の変化 

   

人口が維持される中、施設総量の削減割合のみを管理指標とした場合、市民サービス

維持・充実や施設品質の維持状況を十分に把握・評価することが困難となっています。 

 

 

（２）施設総量フレームの見直し 

 

現計画では、平成 26 年度（2014 年度）比 20％削減を施設総量フレームとして設定

し、施設総量の適正化を進めてきました。 

しかしながら、計画策定後は人口動向や行政需要の変化に加え、施設機能の充実や学校

施設の多機能化などにより、公共施設に求められる機能や役割は大きく変化しています。 

 また、本市の市民一人当たり公共施設保有量は、府内中核市や大阪都市圏の住宅都市

と比較しても過大な水準ではありません。 

このため、従来の施設総量 20％削減という管理目標は見直し、施設総量と施設品質を

あわせて評価する複数指標による管理へ見直します。 

なお、対象とする延床面積は、本計画における用途分類別の施設数及び延床面積を対象

としています。 
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（３）複数指標に基づく総量管理 

 

本市では、施設総量の適正化は手段であり、将来にわたり必要な行政サービスを安全か

つ持続的に提供することを目的としています。 

そのため、今後は公共施設の「量」と「質」の両面から総合的な管理を行います。 

量の管理については、市民一人当たり公共施設保有量を活用し、人口規模や行政需要に

応じた施設総量の適正性を継続的に把握します。 

また、質の管理については、有形固定資産減価償却率を活用し、公共施設の老朽化状況

や保全投資の効果を継続的に確認します。あわせて、予防保全や長寿命化の取組みを推進

し、施設品質の維持・向上を図ります。 

さらに、これらの指標を個別施設計画と連動させ、施設ごとの利用状況、劣化状況及び

維持管理コスト等を毎年度検証しながら、修繕、改修、更新、再編及び複合化等の取組みに

反映します。 

これにより、人口動向や行政需要の変化に柔軟に対応しながら、公共施設の「量」と「質」

の両面から適正管理を推進します。 

        

  図Ⅳ-1  施設総量フレームの見直しについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現  状 

計画策定後、公共施設マネジメントを取り巻く前提条件は大きく変化 

 人口推移および将来人口推計の変化 

 建設費高騰等に伴う更新費用の増大 

 新たな行政需要や政策課題への対応による施設整備 

 学校施設の建替え時の地域連携の対応などによる面積増加 

 施設老朽化の進行 

新たな適正管理指標 

将来にわたり必要な行政サービスを安心・安全に提供し続けるため、人口の増減動向に 

よる需要対応や施設の状態を把握するモニタリング指標を導入し、施設適正管理方法と

して量と質の同時管理を行う。 

 量の適正管理：市民一人当たりの公共施設保有量) 

 質の適正管理：有形固定資産減価償却率 

課  題 

人口が維持される中、施設総量の削減割合のみを管理指標とした場合、市民

サービス維持・充実や施設品質の維持状況を十分に把握・評価することが困難 
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(5)モニタリング指標による適正管理 

 

 

 

 

 

ア 量の適正管理(市民一人当たりの公共施設保有量 2.2 ㎡/人) 

本市では、将来にわたり必要な行政サービスを持続的に提供するため、人口規模と施設総量の均

衡を図る観点から、市民一人当たり公共施設保有量を量のモニタリング指標として活用します。 

現在、本市の市民一人当たり公共施設保有量は約 2.3 ㎡／人となっています。一方、本市と同

様に大阪都市圏のベッドタウンとして発展してきた自治体においては、概ね 2.2 ㎡／人程度の水

準となっています。 

また、現行計画において設定した施設総量フレームを基に試算すると、令和 22 年度（2040 年

度）時点の市民一人当たり公共施設保有量は約 2.1 ㎡／人となります。しかしながら、人口動向の

変化や中核市機能の充実、新たな行政需要への対応等を踏まえると、施設総量の削減のみを追求

することは適切ではありません。 

このため、本市では施設総量フレームの考え方を継承しつつ、都市特性や行政需要を踏まえた

モニタリング指標として、市民一人当たり公共施設保有量 2.2 ㎡／人を設定し、継続的なモニタリ

ングを行います。 

また、施設の適正管理にあたっては、単に施設面積の削減を目的とするのではなく、未利用空間

の有効活用や官民連携による施設活用なども含め、行政サービスの維持・向上と施設総量の適正

化の両立を図ります。 

 

イ 質の適正管理(有形固定資産減価償却率 65%) 

本市では、市民に安全かつ快適な行政サービスを提供し続けるため、公共施設の保全状況を表

す指標として、有形固定資産減価償却率を質のモニタリング指標として活用します。 

有形固定資産減価償却率は、公共施設全体の老朽化の進行状況を示す指標であり、数値が高く

なるほど施設の老朽化が進行している状態を表します。また、総務省においても公共施設等総合

管理計画の進行管理に活用することが望ましい指標とされています。 

本市の有形固定資産減価償却率は令和 6 年度（2024 年度）時点で 70.7％となっており、中

核市平均である 64.4％を上回っています。これは、本市において施設老朽化への対応が重要な

課題であることを示しています。 

このため、本市では施設の安全性及び機能性を維持しながら計画的な保全投資を進めること

で、中核市平均水準を目安とした 65％を質のモニタリング指標として設定します。 

今後は、予防保全や長寿命化による賢い支出を推進しながら、有形固定資産減価償却率の推移

を継続的に把握し、施設品質の維持・向上に取組みます。 

また、施設更新や大規模改修の検討にあたっては、有形固定資産減価償却率の状況に加え、施

設の劣化状況、利用需要及びライフサイクルコストを総合的に勘案し、改修、長寿命化及び建替え

の中から最適な手法を選択します。 

本市では、「市民一人当たり公共施設保有量」による量の管理と、「有形固定資産減価償却率」に

よる質の管理を通じて、公共施設等の適正管理を推進します。  

量と質の観点から 2 つの経過観察指標を用いて、今後は公共施設の適正管理を行います。 

・量の適正管理：市民一人当たりの公共施設保有量⇒２.２㎡/人 

・質の適正管理：有形固定資産減価償却率⇒65% 
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3. 財政負担の平準化 

 

 

 

 

 

 

 

これまで本市の施設管理は、計画的な修繕の考え方が十分に浸透しておらず、施設の不具合発

生後に対応する事後保全が中心となっていました。そのため、多くの施設において経年劣化が進

行し、施設整備当初の性能が低下している状況にあります。 

今後は、公共施設を安全かつ良好な状態で維持するとともに、限られた財源の中で施設の更新

需要に対応していくため、長期修繕計画に基づく計画的な予防保全を推進します。これにより、施

設の長寿命化を図るとともに、ライフサイクルコストの縮減や修繕費・更新費の平準化を通じて、将

来的な財政負担の軽減に取組みます。 

また、施設の更新時期が集中することによる財政負担の急激な増加を抑制するため、施設の劣

化状況や利用状況を踏まえながら、計画的な保全及び更新を実施します。 

なお、残存耐用年数が 20 年未満の施設については、原則として大規模改修を抑制します。た

だし、施設の安全性、政策的重要性、災害時の役割、利用需要、代替可能性及び費用対効果を踏ま

え、必要な改修を個別に判断します。 

 

【長期修繕計画の進め方】 

長期修繕計画は、事業費の平準化及び工事品質の確保を目的として、「工事条件整理」「設計」

「修繕工事」の各工程を計画的に実施します。 

具体的には、修繕工事を実施する年度の 2 年前に、現地調査や関係機関との協議を含む工事

条件整理を行います。その結果を踏まえ、工事前年度に設計を実施し、必要な図書作成や積算を

行ったうえで、当該年度に修繕工事を実施します。 

このように各工程を段階的に進めることにより、工事内容の精度向上を図るとともに、財政フレ

ームを踏まえた計画的な事業執行を可能とし、修繕費及び更新費の平準化による財政負担の軽減

に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-2 工事費・設計費平準化イメージ  

 

a年度b年度 c年度 d年度 e年度 f年度 g年度

工事費概算 設計費概算

 

 

 

a年度 b年度 c年度 d年度 e年度 f年度 g年度

工事費概算 設計費概算

長期修繕計画の 

推進により 

工事費・設計費の 

平準化を図る 

目標耐用年数を維持できるよう、長期修繕計画を整え公共施設の長寿命化を図ります。 

あわせて、修繕費・更新費の平準化を通じ、将来的な財政負担の軽減に取組みます。 

・長期修繕計画を計画的に実施することとします。 

・各工程を段階的に進めることで、財政フレームを勘案した事業費の適正化を図り、財政

負担の軽減に努めます。 
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4. 維持管理経費の削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

「予防保全の推進」について 

 

本市の公共施設等の維持管理は、これまで阪神・淡路大震災への対応や行財政改革の推進など

を優先してきたことから、計画的な修繕よりも不具合発生後に対応する事後保全が中心となって

いました。その結果、施設によっては経年劣化が進行し、施設整備当初の性能が低下している状況

が見られます。 

施設保全とは、敷地、建物及び設備を含む施設全体について、その機能や性能を使用目的に適

合した状態で維持することをいいます。その手法には、不具合が発生する前に計画的な点検や修

繕を行う「予防保全」と、不具合発生後に修繕等を行う「事後保全」があります。 

一般的に、事後保全は施設機能の停止や利用制限を招くおそれがあるほか、損傷の拡大によっ

て修繕費が増大する場合があります。一方、予防保全は劣化や不具合の兆候を早期に把握し、計

画的に対応することで、施設の安全性を確保するとともに、ライフサイクルコストの縮減や施設の

長寿命化につながることが期待されます。 

このため、本市では、施設の安全性及び機能性を確保しながら持続可能な施設管理を行うた

め、事後保全から予防保全への転換を進めます。今後は、法令に基づく定期点検や日常的な保守

点検を着実に実施し、施設の劣化状況を継続的に把握するとともに、その結果に基づき優先順位

を定めた計画的な修繕を実施します。 

また、道路、橋りょう、上下水道等のインフラ資産についても、日常点検による異常や損傷の早

期発見に努めるとともに、専門事業者による定期点検や診断結果を活用しながら、計画的な維持

管理を推進します。 

これらの取組みにより、公共施設等の安全性の確保、施設機能の維持・向上及び長寿命化を図る

とともに、将来的な維持管理コストの適正化と行政サービスの安定的な提供に努めます。 

 

表Ⅳ-1 予防保全と事後保全の違い 

予防保全 
各部材が不具合を示す以前に点検し、不具合の徴候があれば、部

材等を交換して性能・機能を良い状態に維持すること 

事後保全 
各部材の故障により当該部分を修繕すること 

急遽発生した故障に対して即時に修繕すること（緊急保全） 

 

  

維持管理経費における適切な支出を行うために、トータルでの費用増加となる事後保全対

応に偏ることなく、今後は計画的な予防保全に重点的に取組みます。 

大規模改修等にあたっては、省エネルギー化を着実に推進します。 

・法定点検や日常的な保守点検を実施することで、長持ちする施設の適正管理を図ります。 

・照明灯の LED 化を進め高効率化を図るとともに、再生可能エネルギー由来の電力の調

達等にも取組み、温室効果ガス排出量の削減を目指します。 
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・「脱炭素化の推進」について 

本市では、令和 3 年（2021 年）2 月に吹田市と共同で「気候非常事態宣言」を行い、2050 年

までに温室効果ガス排出量実質ゼロをめざすことを表明しました。また、その実現に向け、「第 2

次豊中市地球温暖化防止地域計画（改定）～とよなか・ゼロカーボンプラン～」を策定し、脱炭素社

会の実現に向けた取組みを推進しています。 

公共施設等は、市民生活を支える重要な社会基盤である一方、多くのエネルギーを消費する施

設でもあります。このため、公共施設マネジメントにおいても、施設の更新や維持管理にあわせて

脱炭素化を推進し、環境負荷の低減と持続可能な施設運営の両立を図る必要があります。 

公共施設の更新及び建替えにあたっては、原則として ZEB 化（ZEB Ready 含む）を推進する

とともに、施設の用途や特性を踏まえながら木材利用についても検討します。また、大規模改修時

には、断熱性能の向上、高効率空調機器の導入、省エネルギー型設備への更新などを進め、施設の

省エネルギー性能の向上を図ります。 

さらに、公共施設及び道路照明灯の LED 化を計画的に進めるとともに、再生可能エネルギー

由来電力の活用や太陽光発電設備の導入など、エネルギーの脱炭素化にも取組みます。 

これらの取組みにより、温室効果ガス排出量の削減を図るとともに、エネルギー使用量及び維

持管理コストの低減を推進し、環境性能と経済性を両立した持続可能な公共施設マネジメントを推

進します。 
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5. 戦略的配置、複合化・多機能化、縮充の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     本市では、施設の老朽化状況、利用実態、維持管理コスト、サービス提供圏域、将来人口の

推移及び行政需要の見通しなどを総合的に勘案し、公共施設の機能や配置の最適化を進め

ます。 

     施設のあり方を検討する際は、行政サービスとしての必要性や将来需要、市民生活への影

響などの観点から施設機能の重要性を評価するとともに、建物の劣化状況や維持管理コスト

などを踏まえ、施設の状態を総合的に評価します。 

    施設機能として重要性が高く、将来にわたり需要が見込まれる施設については、計画的な保

全や長寿命化を図りながら継続して活用します。また、未利用スペースや低利用スペースが存

在する場合は、複合化、多機能化や民間貸付などにより施設の有効活用を進めます。 

一方で、利用状況が低調な施設や機能の重複が見られる施設については、統合、集約化、複

合化、周辺施設への機能移転等を検討します。また、民間サービスによる代替が可能な場合に

は、民間施設の活用や公民連携手法の導入についても検討します。 

     さらに、社会情勢の変化等により当初の設置目的を終えた施設や、将来的な需要が見込ま

れない施設については、用途転換、貸付、売却または廃止を含めた最適な活用方策を検討し

ます。 

 

施設の再編は施設数の削減そのものを目的とするものではなく、行政サービスの維持・向

上と財政負担の最適化を両立するために実施するものです。限られた経営資源を効果的かつ

効率的に活用しながら、公共施設の機能確保と施設保有総量の適正化を図るとともに、維持

管理費及び更新費の平準化を進めます。 

      

また、本市では、施設総量の適正化と行政サービス機能の維持・向上を同時に実現する考

え方を「縮充」と位置付けています。施設再編や複合化、公民連携等の取組みは、単なる施設

削減を目的とするものではなく、市民ニーズや社会環境の変化に対応しながら、限られた経

営資源の中で行政サービスの質を維持・向上させるための取組みです。 

     今後も、「縮充」の考え方のもと、公共施設の「量」と「質」の両面から適正管理を進め、持続

可能な公共施設マネジメントの実現をめざします。 

     

なお、「複合化・多機能化・戦略的配置についての方針」及び「豊中市集会機能を有する施設

の再編方針」等で示している基本的な考え方については、本計画に統合し、公共施設マネジメ

ントの一体的な推進を図ります。 

 

機能重複が見られる施設や、利用率低下が著しい施設については、統合・集約化を検討します。 

施設保有総量の適正化と財政負担の平準化を図り、持続可能な施設運営の実現に努めます。 

・新たな施設整備の検討に際しては、既存施設の有効活用や民間建物等の活用も含め、既

存ストックの活用を基本とします。 

・将来の行政需要や社会情勢の変化に柔軟に対応できる、可変性の高い持続可能な施設整

備を推進します。 

・新たに施設総量の適正化と行政サービス機能の維持・向上を同時に実現する考え方を「縮

充」と位置付け、量と質の両面から公共施設マネジメントを推進します。 
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そして、新たな行政需要への対応や施設の更新（建替え）の検討にあたっては、「施設機能の優

先度」、「サービス提供圏域」、「民間活力の活用可能性」、「建物の性能・劣化状況」等の観点から、

総合的に判断します。その際、用途としての役割を終えた既存施設の有効活用や民間建物等の活

用も含め、既存ストックの活用を基本とします。 

これらの検討を踏まえ、施設の更新（建替え）や新設が必要であると判断した場合には、求められ

る機能やコンセプトを明確化した上で民間活力の活用可能性を含めた整備手法の比較検証を行い

ます。さらに、こうした機会を捉え、複合化・多機能化をはじめ、近隣施設等の再編にも取組みま

す。 

また、将来の行政需要や社会情勢の変化に柔軟に対応できる、可変性の高い持続可能な施設整

備を推進します。 

なお、施設整備にあたっては、地域特性や地域コミュニティへの影響を十分に考慮するとともに 

市民や利用者への丁寧な情報提供と意見交換を行いながら、段階的かつ計画的に進めます。 

 

表Ⅳ-2 施設機能の確保に係る手法まとめ 

統合 点在する複数の施設を 1 つの建物にまとめること 

縮充 施設総量の適正化と行政サービス機能の維持・拡充を図ること 

集約化 類似する複数の施設・機能を 1 つの建物にまとめること 

複合化 異なる目的の施設・機能を 1 つの建物にまとめること 

多機能化 既存施設に複数の機能を持たせるなど、スペースを有効活用すること 

機能転換 既存施設の用途を見直し、別の用途として活用すること 

賃借・借上 民間建物等を活用し、必要とする機能を確保すること 

廃止 行政目的としての役割を終えること 
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図Ⅳ-3  再編の考え方 

 

 

 

 

  

方法 内容 イメージ 

縮充 

施設総量の適正化を図りな

がら行政サービス機能を維

持・拡充 

 

集約化 

同一「公共サービス」の複数施

設をより少ない施設規模や数

に集約 

 

複合化 

余剰・余裕スペース等を活用

して、周辺の異なる「公共サー

ビス」の施設と複合化 

 

転用 

「公共サービス」を取りやめた

余剰施設に、施設の改修を施

して、異なる「公共サービス」

を導入 

 

広域的な 

相互利用 

国、大阪府、近隣市の施設の

「公共サービス」、配置状況等

を踏まえ、施設を広域利用 

 

廃止 
未利用施設等を廃止し、有効

活用（貸付けや売却等） 

 

同
一
の

「
公
共
サ
ー
ビ
ス
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6. ユニバーサルデザインの推進方針 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年度（2021 年度）にはバリアフリー法の改正を受け「豊中市バリアフリーマスタープラ

ン（移動等円滑化促進方針）」を策定しました。誰もが利用しやすい公共施設を目指して、段差の解

消や見やすい案内サインの整備等、ユニバーサルデザイン化を推進します。 

公共施設やインフラの新設や更新にあたっては、計画段階からユニバーサルデザインの視点を

前提とし、多様な利用者を想定した、わかりやすく使いやすい空間となるよう総合的に配慮しま

す。 

既存施設については、建物の条件や利用実態を踏まえ、段差解消等のバリアフリー化を中心に、

改修や更新（建替え）の機会を捉えて段階的な改善を進めます。 

また、災害時の拠点となる避難所施設等については、エレベーターの設置をはじめ、高齢者や障

害のある方、子ども、妊産婦、外国人など、多様な利用者に配慮し、誰もが安心して利用できる環

境の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-4 豊中市バリアフリーマスタープラン（移動等円滑化促進方針）の取組み方針 

 

  

誰もが利用しやすい公共施設を目指して、段差の解消や見やすい案内サインの整備等、ユニバ

ーサルデザイン化を推進します。 

・多様な利用者を想定した、わかりやすく使いやすい空間となるよう総合的に配慮します。 

・災害時の拠点となる避難所施設等については、誰もが安心して利用できる環境の確保に

努めます。 
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7. 公民連携の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、これまでも「豊中市外部活力導入のガイドライン」に基づき、民間活力の活用を重要な

取組みの一つとして位置付け、指定管理者制度の導入や施設の貸付、民間移譲など、多様な手法

を活用しながら公共施設の効率的な管理運営を進めてきました。 

近年は、公共施設を取り巻く環境が大きく変化するなか、老朽化への対応や多様化する市民ニ

ーズへの対応に加え、限られた財源や人的資源の中で質の高い行政サービスを持続的に提供する

ことが求められています。 

このため、本市では「豊中市公共施設公民連携手法の選定に関する基本指針」に基づき、公共施

設の整備、維持管理及び運営にあたり、民間事業者のノウハウや創意工夫、資金力を積極的に活

用する公民連携を推進します。公共施設の新設、更新及び改修等にあたっては、PPP／PFI 手法

の導入可能性について検討するとともに、施設特性や事業内容に応じた最適な実施手法を選択し

ます。 

また、本市では令和 3 年度（2021 年度）に設計・施工一括発注（デザイン・ビルド）方式を導入

するなど、事業手法の多様化にも取り組んでいます。今後も施設の用途、規模及び立地条件等を

踏まえながら、民間活力を効果的に活用し、事業品質の向上と効率的な施設整備を進めます。 

さらに、事業手法の選定にあたっては、初期整備費のみならず、維持管理費や更新費を含めた

ライフサイクルコスト、財政負担の平準化効果、サービス水準の向上などを総合的に比較検証し、

最も効果的かつ効率的な手法を採用します。 

公民連携は民営化を目的とするものではなく、それぞれの施設特性や行政目的を踏まえ、市民

サービスの向上と持続可能な施設運営を実現するための手法として活用します。 

これにより、公共施設の安全性及び機能性を確保するとともに、民間の知見や技術を活用した

質の高い行政サービスの提供と持続可能な公共施設マネジメントの実現をめざします。 

  

指定管理者制度の活用をはじめ、施設の貸付や売却、民間移譲など、多様な手法により民間活用

を推進します。 

・民間事業者のノウハウの活用や民間資金の導入を図り、民間活力の積極的な活用を推進し

ます。 

・効果的かつ効率的な施設整備と質の高いサービス提供を実現し、コストの削減と行政サー

ビスのさらなる向上を目指します。 
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8. 受益者負担の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設の整備、運営及び維持管理には、建設費をはじめ、人件費、光熱水費、維持補修費な

ど多くの経費が必要となります。これらの経費は、市税をはじめとする公費と、施設利用者から

徴収する使用料等によって賄われています。 

公共施設の利用にあたっては、サービスを利用する方から応分の負担として使用料等を徴収

していますが、施設の運営及び維持管理に要する経費の全てを使用料で賄っているわけではな

く、その多くは公費によって負担されています。 

このため、公共施設の管理運営においては、施設を利用する方と利用しない方との負担の公

平性を確保するとともに、持続可能な行政サービスを提供していく観点から、受益者負担と公

費負担のあり方を適切に整理することが重要です。 

一方で、公の施設は住民の福祉の増進を目的として設置されるものであり、市民が必要な行

政サービスを利用しやすい環境を確保することも重要です。そのため、本市では全ての施設に

ついて一律に受益者負担を求めるのではなく、サービスの必需性、代替性、公益性などの性質

を踏まえ、それぞれの施設に応じた受益者負担と公費負担の割合を設定しています。 

本市では、平成 24 年（2012 年）に策定した「公の施設の使用料に関する指針」に基づき、施

設の使用料等について定期的な検証を行い、適正な受益者負担の確保に努めています。 

今後も、施設の運営実態や維持管理コストの推移に加え、民間施設との役割分担や近隣自治体

の状況などを踏まえながら、使用料等のあり方について継続的に検証を行い、公平性と持続可能

性の両立を図ります。 

 

  

全ての施設において一律に受益者に負担を求めるのではなく、必需性や代替性など、施設で提

供されるサービスの性質に応じて、受益者負担と公費負担の割合を設定することとしています。 

・平成 24 年（2012 年）8 月に「公の施設の使用料に関する指針」を策定するとともに、イン

フラ施設を含め、適切な使用料の算定に努めているところです。 

・施設使用料の算定のあり方等について引き続き検討を行います。 
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V.施設分野別の現状と課題、今後の方向性 

1. 分野別の長期的な施設のあり方 

公共施設マネジメントの基本方針に基づき、施設分野ごとの現状と課題、再編の取組み状況及

び今後の方針については、毎年度更新する個別施設計画において整理し、継続的な進行管理を行

います。 

 

表Ⅴ-1 主な施設一覧 （令和７年度（2025 年度）末現在） 

施設分類  施設数 主な対象施設  

（１）学校教育施設  ６５施設 ○小中学校 

○義務教育学校  

○学校給食センター  

（２）子育て関連施設  

  

３０施設 ○こども園 

〇児童相談所  

〇はぐくみセンター 

（３）社会教育系施設  

  

１６施設 ○公民館 

○図書館   

○郷土資料館  

（４）スポーツ施設  

  

２１施設 ○体育館 

○温水プール  

○野球場 

（５）文化学習交流施設  

  

  

１３施設 ○人権平和センター  

○とよなか男女共同参画推進センターすてっぷ  

○とよなか国際交流センター  

○伝統芸能館  

○市民ギャラリー  

○文化ホール（文化芸術センター、ローズ文化ホ

ール） 

（６）保健医療施設  

  

  

４施設 ○市立豊中病院  

○保健センター  

○保健所  

○火葬場  

（７）高齢者・障害者福祉施設  １２施設 ○老人憩の家  

○障害福祉センターひまわり  

（８）その他社会福祉施設 ３施設 ○地域共生センター 

（９）公営住宅施設 ２８施設 ○市営住宅 

（10）産業振興・労働・生活関

連施設  

２施設 ○とよなか起業・チャレンジセンター  

○生活情報センターくらしかん  

（11）環境関連施設  １０施設 ○環境交流センター  

○ふれあい緑地ビジターセンター 
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   Ⅴ 

施設分類  施設数 主な対象施設  

  〇豊中つばさ公園『ma-zika』 

（12）安全関連施設  

  

３５施設 ○消防庁舎（消防局、消防署及び消防出張所）  

○消防訓練場  

○消防分団屯所 

（13）集会・コミュニティ施設  ９０施設 ○地区会館  

○共同利用施設  

（14）庁舎、事務所等  １１施設 ○市役所本庁舎  

○環境部事業所（ごみ収集拠点）  

○上下水道局庁舎  

○文書館  

（15）その他施設  ４１施設 ○文化財施設(国登録有形文化財 西山家住宅) 

〇駐車場、駐輪場 

〇民間貸付施設 

（16）インフラ施設  別途 ○道路、橋りょう  

○公園・緑地  

○上下水道  
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VI.進行管理 

1. 公共施設等におけるマネジメント推進の考え方 

今回の計画見直しにおいて、計画策定後の人口動向や行政サービス需要の変化、さらには公

共施設等の更新に要する経費の増加などを踏まえ、施設総量フレームの進捗状況を改めて検証

しました。 

その結果、今後も人口規模を維持しながら、多様化・高度化する行政サービス需要に対応して

いく必要があることから、施設総量の削減割合のみをもって公共施設マネジメントの成果を評

価することは難しくなっていることが明らかとなりました。 

このため、本市では引き続き施設総量の適正化をめざしつつ、現行計画における「平成 26

年度（2014 年度）比 20％削減」の考え方を中長期的な管理目標として位置付けるとともに、

市民サービスの持続性や施設の健全性を含めて総合的に評価できる管理手法へ発展させます。 

今後は、施設総量だけでなく、市民一人当たりの公共施設保有量及び有形固定資産減価償却

率を経過観察指標として活用し、量と質の両面から公共施設マネジメントを推進します。 

これにより、市民の皆様に必要な行政サービスを安全かつ持続的に提供しながら、公共施設

の適正管理に取組みます。 

具体的には、所管部局において個別施設計画を毎年度更新し、経過観察指標の推移を踏まえ

ながら施設保全及び更新の優先順位を検討し、その結果を公共施設整備計画へ反映します。 

また、本計画の進行管理及び見直しについては、一律の見直し時期をあらかじめ設定するの

ではなく、経過観察指標に著しい変動が生じることが見込まれる場合など、計画の前提条件に

大きな影響を与える事象を契機として実施します。例えば、市民一人当たり公共施設保有量や

有形固定資産減価償却率が管理水準から大きく乖離することが見込まれる場合には、必要に応

じて計画内容を検証し、適切な見直しを行います。 

本計画は、社会経済情勢や行政需要の変化に柔軟に対応しながら公共施設等の適正管理を

進めるため、個別施設計画と連動した継続的なマネジメントにより推進します。 

 

 

2. 個別施設計画への反映 

個別施設計画は、本計画に定める基本方針を具体的な取組みに展開するための実行計画とし

て位置付けます。 

個別施設計画においては、各施設の状況、維持管理コスト及び再編の取組み状況等を毎年度

把握・分析し、施設ごとの課題や今後の対応方針を整理します。 

その結果を踏まえ、修繕、改修、更新、再編、複合化その他必要な取組みを計画的に実施する

とともに、その実績や検証結果を次年度の個別施設計画へ反映します。 

また、個別施設計画に蓄積された施設情報や事業実績を活用しながら、本計画で定める施設

総量の適正管理や施設品質の維持・向上の状況を継続的に検証します。 

これにより、個別施設計画を通じて施設情報及び取組み成果を継続的に蓄積・検証し、本計画

の実効性を確保するとともに、公共施設等の適正管理と持続可能な行政サービスの実現を図り

ます。 
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図Ⅵ-1 公共施設等マネジメントのフォローアップイメージ 

 

  

総合管理計画と個別施設計画が連動したマネジメント 

 

 

総合管理 

計画 

個別施設計画 

毎年度 

品質管理目標 

(減価償却率６５％) 
進行管理 

総量管理目標 

（延床 2.2 ㎡/人

） 

計画の実行 

基本方針 

次年度への  

反映 
成果の検証 実績の蓄積 
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本計画の策定及び改訂経過 

 

 

年月 内容 

平成 29 年（2017 年）3 月 豊中市公共施設等総合管理計画策定 

令和 2 年（2020 年）3 月 計画改訂 

令和 4 年（2022 年）3 月 計画改訂 

令和 8 年（2026 年）12 月 計画改定 

 



【別紙】 
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豊中市公共施設等有効活用委員会に係る規則等について 

 

１．豊中市公共施設等有効活用委員会規則 

第１条 この規則は，執行機関の附属機関に関する条例（昭和２８年豊中市条例第３８号）第

２条の規定に基づき，豊中市公共施設等有効活用委員会（以下「委員会」という。）の組織

及び運営その他委員会について必要な事項を定めることを目的とする。 

第２条 委員会は，市長の諮問に応じて，公共施設等の有効活用について調査審議し，その意

見を答申するものとする。 

第３条 委員会は，委員６人以内で組織する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 市民（市の区域内に事務所又は事業所を有する者，市の区域内に存する事務所又は事

業所に勤務する者及び市の区域内に存する学校に在学する者を含む。） 

３ 前項第２号に掲げる者は，公募により選考する。ただし，応募がなかったときその他やむ

を得ない理由があるときは，この限りでない。 

第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，市長が特に必要があると認める場合にあっては，

２年の範囲内において別に定めることができる。 

２ 委員は，前条第２項第２号の委員を除き，再任されることができる。 

３ 市長は，特別の理由があると認める場合は，第１項の規定にかかわらず，委員を解嘱する

ことができる。 

第５条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は，委員の互選によって定める。 

３ 委員長は，委員会の事務を総理し，委員会を代表する。 

４ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の定めた委員が，その職務を代理する。 

第６条 委員会は，委員長が招集し，委員長が議長となる。 

２ 委員会は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するとこ

ろによる。 

第７条 委員長は，必要があると認めるときは，関係者の出席を求め，その説明又は意見を聴

くことができる。 

第８条 委員会の庶務は，財務部資産管理課において処理する。 

第９条 この規則に定めるもののほか，委員会の運営について必要な事項は，委員長が定める。 

附 則 

１ この規則は，平成２５年６月３日から施行する。 
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２ この規則の施行後最初に招集される委員会並びに委員長及びその職務を代理する者に事

故がある場合その他委員長の職務を行う者がない場合における委員会の招集及び委員長が

決定されるまでの委員会の議長は，市長が行う。 

附 則（平成２７年３月２５日規則第２０号抄） 

１ この規則は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年１０月２４日規則第６２号） 

１ この規則は，平成３０年１１月１日から施行する。 

２ 他の規則の一部改正〔略〕 

附 則（平成３１年３月２２日規則第３３号抄） 

１ この規則は，平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年１０月２１日規則第５６号） 

１ この規則は，令和４年１１月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月２２日規則第１４号抄） 

１ この規則は，令和５年４月１日から施行する。 

 

 

２．豊中市情報公開条例（抜粋） 

(会議の公開) 

第２３条 附属機関等の会議(法令等の規定により公開することができないとされている会議

を除く。)は，公開するものとする。ただし，次に掲げる場合は，非公開とすることができる。 

（１）不開示情報が含まれる事項について調停，審査，審議，調査等を行う会議を開催する場

合 

（２）物理的な妨害行動等が客観的に予測され，当該会議の公正かつ円滑な運営に支障が生じ

ると認められる場合 

 

 

３．審議会等の会議の公開の実施に関する要領（抜粋） 

第２ 公開，非公開の決定 

１ 審議会等の会議の公開，非公開については，条例に基づき，当該審議会等がその会議にお

いて決定するものとする。ただし，新たに設置される審議会等であって,審議会等の設置の趣

旨，目的等から当該審議会等の会議を公開することが条例に基づき明らかな場合は,当該審議

会等を設置する執行機関が会議を公開することを決定することができる。 

 


